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第１章 調査の概要 

 
１．調査の目的 

 障害者の一般就労を支える専門人材（就労支援員、就業支援担当者、ジョブコーチ）の業務

や就労支援に必要な知識・スキルの現状と課題を把握し、今後の人材育成のあり方についての

検討に資することを目的として実施した。 

 

２．調査の対象 

調査の対象は下表のとおりである。平成２０年６月末時点で、連絡先が確認できた事業所を

対象とした。     

 調査対象  対象数 

①就労移行支援事業者 １１９９ヵ所 

就労支援員 １事業所１人以上（１１９９人以上） 

②障害者就業・生活支援センター ２０４ヵ所 

就業支援担当者 ４５０人 

③第１号職場適応援助者助成金認定法人 ３２７ヵ所 

第１号ジョブコーチ ５８８人 

④第２号職場適応援助者助成金認定法人 ２４ヵ所 

第２号ジョブコーチ ４０人 

     

３．調査の方法 

対象事業所に事業所用及び個人用調査票を送付し、事業所から対象個人に転送してもらい、

それぞれ回答の上、厚生労働省障害者雇用対策課地域就労支援室あて返信をしてもらった。 

①・②については当室から、③・④については高齢・障害者雇用支援機構地域障害者職業セ

ンターからメール又は郵送により調査票・回答票を送付した。 

 

４．調査の内容 

＜事業所＞ 

○ 所属法人の属性（法人の形態、従業員数、実施している事業等） 

○ 事業所の属性（実施している事業、事業の開始時期、従業員数、利用者数等） 

○ 事業所の人材育成の現状と今後 

＜個人＞ 

  ○ 個人の属性（性別、最終学歴、就業形態、就労経験、資格） 

  ○ 職務と能力（業務量、活用の機会、習得状況、習得方法） 

  ○ その他（研修受講状況・受講希望、困っていること、相談先、満足度、将来展望） 

 

５．調査期間 

 ①について、平成２０年７月２３日（水）～８月１２日（火） 

 ②～④について、平成２０年７月１日（火）～８月１日（金） 

 

６．調査票の回収状況 

  それぞれの対象別の有効回答数は下表のとおりである。 

調査対象 有効回答数 回収率 

①就労移行支援事業者 ５６７ ４７．３％ 

就労支援員 ７０８ － 

②障害者就業・生活支援センター １１７ ５７．４％ 

就業支援担当者 ２４７ ５４．９％ 

③第 1号職場適応援助者助成金認定法人 ２０９ ６３．９％ 

第１号ジョブコーチ ３５７ ６０．７％ 

④第 2号職場適応援助者助成金認定法人 １８ ７５．０％ 

第２号ジョブコーチ ２７ ６７．５％ 
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第２章 就労移行支援事業所 
 

１．就労移行支援事業所 調査結果 

 

(１）法人の属性 

①法人の形態と従業員数 

 事業所の属する法人の形態及び法人全体の従業員数について質問したところ、社会福祉法人

が 4分の 3を占め、50 人未満の規模が半数以上を占めた。 
 

【図表 2-1 法人の形態】 (n=565）            【図表 2-2 法人の従業員数】 (n=563） 
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②法人が実施している他の事業 

  就労移行支援事業以外に法人で実施している他の事業について質問したところ、就労継続支

援Ｂ型やケアホーム等を実施している法人が多かった。なお、その他と回答をした中では、自

由記述として、生活介護や自立訓練などが多かった。 

 
【図表 2-3 法人が実施している他の事業（複数回答）】 (n=564） 
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 ③ジョブコーチ助成金の認定法人 

  法人が第 1号職場適応援助者(ジョブコーチ)助成金の

認定法人になっているか否かについて質問したところ、

116 法人（21.0%、n=552）がジョブコーチ助成金の認定

法人となっていた。 

また、ジョブコーチ認定法人におけるジョブコーチの

配置数は 1人又は 2人の所が大部分を占め、配置人数の

平均は 1.77 人（n=99）であった。  
【図表 2-4 ジョブコーチの配置状況】  

（n=99） 

１人

49.5%

２人

37.4%

１０人

1.0%

５人

2.0%４人
2.0%

３人

8.1%



 3

(２）事業所の属性 

①事業所の従業員数 

平成 20 年 7 月 1 日現在の従業員数について質問したと

ころ、平均 13.2 人であり、そのうち就労支援員の平均は

1.43 人であった。また就労支援に携わっている人は就労支

援員を含め、2.6 人であり、ジョブコーチ養成研修修了者

は 0.3 人であった。 

 
 

 

 

 

【図表 2-5 事業所の従業員数】 

（n=550） 

 

 

②事業所が実施している他の事業 

  就労移行支援事業以外に事業所が実施している他の事業について質問したところ、約 3 分の

２の事業所がＢ型の多機能型であった。 

 
【図表 2-6 事業所が実施している他の事業(複数回答）】 (n=561） 
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②就労移行支援事業を開始した時期と一般就労に向けた支援を開始した時期 

  事業所が就労移行支援事業を開始した時期と一般就労に向けた支援を開始した時期について

質問したところ、下の図表のとおりであった。また、平成 18 年度以降に一般就労に向けた支援

を開始した事業所のうちほとんどが就労移行支援事業をきっかけに開始したことが見られた。 

 
【図表 2-7 就労移行支援事業を開始した時期】     【図表 2-8 一般就労に向けた支援を開始した時期】        

(n=562）                                          (n=558） 
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【図表 2-9 就労移行支援事業を開始した時期と一般就労に向けた支援を開始した時期】 
       一般就労支援 

          開始時期 

就労移行支援 

開始時期 

合計 
S63 年

度以前 

H 元～5

年度 

H～10

年度 

H11～

14 年度

H15～

16 年度

H17 年

度 

H18 年

度 

H19 年

度 

H20 年

度 

555 56 21 38 63 49 25 57 154 92
全体 

100.0  10.1  3.8 6.8 11.4 8.8 4.5  10.3  27.7 16.6 

105 14 4 10 14 8 6 39 10 0
H18 下半期 

100.0  13.3  3.8 9.5 13.3 7.6 5.7  37.1  9.5 0.0 

219 23 12 17 23 20 7 9 103 5
H19 上半期 

100.0  10.5  5.5 7.8 10.5 9.1 3.2  4.1  47.0 2.3 

64 5 1 1 7 5 3 4 34 4
H19 下半期 

100.0  7.8  1.6 1.6 10.9 7.8 4.7  6.3  53.1 6.3 

167 14 4 10 19 16 9 5 7 83
H20 上半期 

100.0 8.4  2.4 6.0 11.4 9.6 5.4  3.0  4.2 49.7 

 

  

③利用者の状況 
  平成 20 年 7 月 1日現在の

利用者数について質問したと

ころ、平均 14.9 人であり、う

ち知的障害者が約3分の2を占

めた。 

 

 

 
【図表 2-10 利用者の状況】

（n=552） 

 

  

④利用を終えた者の状況 

平成 20 年 7 月 1日現在の利用を終えた者と、利用就労後の進路について質問したところ、利

用を終えた者の平均は 2.8 人であり、就職者数は平均 1.6 人であった。全体で 4 割の事業所に

利用を終えた者がおらず、5割強の事業所で就職の実績がなかった。 

 
【図表 2-11 利用を終えた者の状況】 

利用を終えた者 就職者 就労移行支援事業 

開始時期 平均 0 事業所数 平均 0 事業所数 
ｎ 

全体 2.8 244(43.6%) 1.6 301(53.8%) 559 

平成 18 年度下半期 4.6  23(21.6%) 2.7  38(35.5) 222 

平成 19 年度上半期 3.8  57(25.6%) 2.1  91(41.0%)  64 

平成 19 年度下半期 2.4   31(48.4%) 1.3  34(53.1%) 163 

平成 20 年度上半期 0.3 132(81.0%) 0.3 137(84.0%) 107 

  ※就職･･･1 ヶ月以上の雇用契約を締結している者（週の労働時間等については特に問わない） 

   全体には、就労移行支援事業の開始時期が無回答の者が含まれる。 

 

  利用を終えた者の進路は右の図表のとおりであり、半

数が就職をしていた。また、就職をした者 (691 人)のう

ち、6 ヶ月以上定着した率は 72.6%(502 人)、離職率は

12.9%(89 人)であった。 

 

 

 

 
【図表 2-12 利用を終えた者の進路】 
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 ⑤就労移行支援サービスの状況 

平成 20 年 7 月 1 日現在の利用者数に対するこれまで

の就職者数の割合（就職率）を求めたところ、回答のあ

った 550 事業所の平均は 11.9%であった。また、就職率

が0%であった297事業所を除く事業所の就職率は右の図

表のとおりであった。 

 

 

 

 
【図表 2-13 就職率】 

（n=253）   

 

  

  また、平成 19 年度の利用者について、職場実習・施設外就労、ハローワークで求職登録、ト

ライアル雇用を行った者の人数を質問したところ、結果は下表のとおりであった。全体で、3

割弱の事業所で職場実習や施設外就労、ハローワークで求職登録の経験が無く、6 割強の事業

所でトライアル雇用の経験がなかった。 

 
【図表 2-14 就労移行支援サービスの状況】  

職場実習・施設外就労 ハローワークで求職登録 トライアル雇用 就労移行支援事業 

開始時期 平均 0 事業所 平均 0 事業所 平均 0 事業所 
n 

全体 4.4 112(28.5%) 4.8 116(29.5%) 0.9 254(64.6%) 393 

平成 18 年度下半期 5.4  25(23.4%) 5.3  32(29.9%) 1.0  64(59.8%) 107 

平成 19 年度上半期 4.2  60(27.0%) 4.5  61(27.5%) 1.0 143(64.4%) 222 

平成 19 年度下半期 3.7  27(42.2%) 4.8  23(35.9%) 0.6  47(73.4%)  64 

※平成 19 年度途中から就労移行支援事業を開始した場合は、開始後の実績 

 

 

（３）就労支援に関わる人材育成の方針 

  事業所に対し、障害者の就労支援に関わる人材の育成を①現在どのように行っているか、ま

た②今後の方針を質問したところ、現在は外部研修の活用促進が中心であるが、今後の方針と

して、法人・事業所内の研修を行ったり、人事異動により必要な業務を経験させる方針がある

ことがわかった。     

 
【図表 2-15 人材育成の方針（複数回答）】 
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２ 就労支援員 調査結果 

 

(１）本人の属性 

 ①基本属性 

  本人の性別・年代・最終学歴について質問したところ、男性が 454 人(64.3%)、女性が 252 人

（35.7%）で男性の方が多く、また 20 代と 30 代が多かった。最終学歴は、大学・大学院卒が多

く、福祉系以外の専攻の者が多かった。 
 

【図表 2-16 年代】(n=663）           【図表 2-17 最終学歴】(n=703） 
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 ②就業形態 

 本人の就業形態について質問したところ、正社員が多

かった。 

 

 

  

 

 
 

 

【図表 2-18 就業形態】 

(n=705） 

 

③就労経験 

  これまでの就労経験について質問したところ、障害者支援経験が 5 年以上の者が半数近くい

た一方で、障害者就労支援が 3年未満の者が８割弱であった。 
 

【図表 2-19 就労経験】 
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④資格 

  障害者の就労支援を行うにあたり、現在保有している資格と、今後取りたい資格について質

問したところ、現在は特に資格がない者が最も多く、資格の中では社会福祉士を持っている者

が多かった。また、その他の自由記述として、社会福祉主事、介護福祉士、ヘルパー2 級等が

多かった。 

  今後としては、職場適応援助者養成研修の受講の希望が最も高く 5 割弱おり、社会福祉士の

資格取得希望も４割程度あった。 

 
【図表 2-20 資格(複数回答）】 

13.5

10.0

9.4

0.7

0.6

0.4

0.3

17.4

57.1

39.6

18.8

48.3

9.6

6.4

6.1

6.2

4.0

18.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

社会福祉士

精神保健福祉士

職場適応援助者（ｼﾞｮﾌﾞｺｰﾁ）養成研修修了

産業カウンセラー

作業療法士

臨床心理士・臨床発達心理士

キャリアコンサルタント

その他

特になし

現在持っている資格(n=688)

今後取りたい資格(n=627)

 
 

 

⑤仕事の満足度 

  仕事の満足度について質問をしたところ、総合的な満足的に 7 割の者がやや満足か満足して

おり、仕事の内容やコミュニケーション面で満足している割合が高い一方で、報酬と能力スキ

ルの向上については、満足している割合が低かった。 
 

【図表 2-21 仕事の満足度】 

38.5

14.6

35.4

36.1

9.4

15.5

47.5

35.7

46.8

48.1

37.8

52.7

11.3

29.5

14.6

13.6

44.2

27.9

2.7

20.2

3.3

2.2

8.7

3.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

仕事の内容・やりがい(n=697)

仕事の報酬(n=694)

職場の管理者・上司との人間関係、コミュニケーション

(n=693)

職場の同僚との人間関係、コミュニケーション (n=696)

能力スキルの向上(n=693)

総合評価(n=685)

満足

やや満足

やや不満
足

不満足

 
 

 

⑥将来展望 

  5 年後の将来展望について質問をしたとこ

ろ、半数近い者が現在と同じ仕事をしている

と回答しており、また就労支援を含め障害者

支援の分野で仕事をしていると回答した者は

全体の４分の３であった。 

 
【図表 2-22 将来展望】 

(n=63) 

今と同じ仕事

をしている

44.6%

その他
11.9%

仕事はしてい

ない

6.5%

障害者の就労
支援以外の障

害者福祉の仕

事をしている

18.9%

今とは異なる

が障害者の就

労支援の仕事
をしている

12.3%

障害者福祉以

外の仕事をし

ている

5.8%
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(２）職務と能力・スキル 

 ①就労支援業務の業務量 

  就労支援員として活動する場合の業務量について質問をしたところ、結果は下表のとおりと

なった。施設内作業指導が最も多く、次いで、職業能力等のアセスメント、生活面に関わる支

援であった。概して、求職活動や求人開拓、定着支援に関する業務の業務量が少なかった。 

 
【図表 2-23 就労支援業務の業務量】 

43.1

22.7

19.3

20.5

25.2

13.9

14.8

14.4

12.7

20.1

8.8

7.3

7.8

8.0

7.9

9.1

5.6

4.7

3.9

5.2

7.1

2.3

37.0

52.1

50.8

45.9

37.8

45.5

44.1

43.3

40.8

33.0

31.5

33.0

30.1

29.7

26.2

24.9

26.9

21.6

22.0

18.8

13.9

9.0

18.0

21.9

27.1

26.4

27.4

28.9

33.1

31.8

37.1

26.0

41.9

30.7

43.4

39.5

42.6

26.1

41.6

44.3

36.6

36.2

28.3

40.0

1.9

3.3

2.9

7.3

9.6

11.7

8.0

10.4

9.4

21.0

17.8

29.1

18.7

22.8

23.3

39.9

25.9

29.4

37.6

39.8

50.8

48.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

施設内での障害者に対する作業指導(n=700)

障害者の職業能力・適性の把握（アセスメント）(n=700)

施設を利用する障害者の生活面に関わる支援(n=701)

就労支援計画の作成(n=702)

施設内での作業に関わる品質管理、受注、

納品等の業務(n=701)

ケア会議、ケース会議等への参加(n=703)

家族との連絡調整（情報提供、相談等）(n=701)

基礎訓練、職業準備訓練、職場実習等のあっせん(n=699)

職業相談(n=699)

職場実習先での支援、実習の付き添い(n=701)

面接練習や履歴書の作成等の支援(n=702)

事業主に対する障害者の特性に関する助言(n=698)

地域における就労支援機関との連携・

支援ネットワークづくり(n=702)

障害者に対するハローワークへの同行(n=701)

自主的な求人・実習先の開拓（民間の求人情報の

収集、企業訪問等）(n=699)

就職後のフォローアップとしての職場訪問(n=694)

ハローワークでの求人検索(n=702)

就労支援サービスを提供する障害者の確保(n=490)

事業主に対する障害者の雇用管理に関する助言(n=697)

就職した障害者に対する生活面に関わる支援(n=696)

職場適応支援（ジョブコーチ支援）(n=693)

ハローワーク職員との同行求人開拓(n=698)

業務が多い やや多い ほどんどない 全くない
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＜就労支援経験別の業務量＞ 

 就労支援員から、就労支援の経験により「1 年未満(n=249）」、「１～3 年（n=228）」、「5 年以上

（n=98）」の３グループを抽出し、分析を行った。 

 就労支援業務の業務量について「業務量が多い」又は「やや多い」と回答した者の割合の集計

をした結果は下表のとおりである。経験が浅い者は施設内作業指導や生活面に関わる業務を多く

行っており、経験が長い者は、職業能力等のアセスメントや就労支援計画の作成、職業相談、家

族との連絡調整等を行っていた。求職活動や定着支援についても、経験が長い者は業務が多いと

回答していた。  

 
【図表 2-24 就労支援経験別の就労支援業務の業務量】 

85.4

62.5

64.6

56.9

67.6

39.8

52.6

49.8

41.5

30.9

27.4

45.0

26.1

12.6

23.3

23.3

20.3

26.0

15.4

8.4

19.2

13.4

68.9

79.8

69.7

71.5

61.2

59.6

63.2

56.8

43.6

42.3

67.4

40.5

21.7

36.0

37.3

37.2

46.0

31.6

11.4

29.9

26.2

80.3
69.4

79.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

施設内での障害者に対する作業指導

施設内での作業に関わる品質管理、

受注、納品等の業務

障害者の職業能力・適性の把握
（アセスメント）

就労支援計画の作成

施設を利用する障害者の生活面に

関わる支援

職場実習先での支援、実習の付き添い

ケア会議、ケース会議等への参加

家族との連絡調整（情報提供、相談等）

職業相談

面接練習や履歴書の作成等の支援

障害者に対するハローワークへの同行

基礎訓練、職業準備訓練、職場実習等の
あっせん

地域における就労支援機関との連携・

支援ネットワークづくり

職場適応支援（ジョブコーチ支援）

ハローワークでの求人検索

自主的な求人・実習先の開拓（民間の

求人情報の収集、企業訪問等）

就職後のフォローアップとしての職場訪問

事業主に対する障害者の特性に関する助言

事業主に対する障害者の雇用管理に関する助言

ハローワーク職員との同行求人開拓

就労支援サービスを提供する障害者の確保

就職した障害者に対する生活面に関わる支援

就労支援1年未満 就労支援１～3年 就労支援5年以上
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②就労支援知識・スキルの活用の機会 

 就労支援員として活動する上で、就労支援に関する知識・スキルをどのくらい活用する機会が

あるか質問したところ、結果は下表のとおりとなった。障害特性や職業的課題、作業指導や障害

者福祉に関する知識・スキルを活用する機会が多い一方で、求人開拓や定着支援に関する知識・

スキルはあまり活用する機会がないという結果が見られた。 

 
【図表 2-25 就労支援知識・スキルの活用の機会】 

64.4

61.2

47.4

39.9

40.1

41.9

25.5

28.4

29.2

35.2

35.3

22.8

28.0

21.7

28.2

25.6

29.9

24.1

30.4

29.2

37.8

43.1

36.3

33.4

43.4

39.4

36.6

30.4

30.3

40.7

33.2

38.3

31.3

30.2

21.8

25.3

4.6

7.6

13.0

14.7

17.4

17.9

25.0

24.6

25.7

23.9

20.3

28.6

26.0

30.8

27.3

28.3

22.9

24.8

0.6

2.0

1.7

2.3

6.1

6.8

6.1

7.6

8.5

10.4

14.1

7.9

12.7

9.2

13.2

15.8

25.4

25.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

障害特性に関する知識 (n=694)

施設内での作業指導に関する知識・スキル (n=686)

障害特性に応じた職業的課題に関する知識 (n=690)

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む） (n=692)

一般就労に向けたアセスメントに関するスキル (n=688)

就労支援計画の策定に関するスキル (n=688)

企業に関する基礎知識 (n=691)

障害者雇用促進法・雇用制度に関する知識 (n=680)

職業相談に関するスキル (n=685)

障害者の希望や特性に応じた仕事の選択や

マッチング支援を行う知識・スキル (n=690)

他の関係機関との連携・調整を行う知識・スキル (n=680)

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する法律

・制度に関する知識 (n=685)

面接訓練や履歴書の作成支援に関する

知識・スキル (n=692)

職場の雇用管理に関する基礎知識 (n=686)

職場実習先の開拓に関する知識・スキル (n=688)

障害者求人の開拓や職域開発に関する

知識・スキル (n=688)

就職後のフォローアップとして職場を訪問し、

障害者の職場定着支援を行うスキル (n=685)

就職後の障害者の状況に応じて事業主への

助言を行う知識・スキル (n=685)

非常にある たまにある 滅多にない 全くない
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＜就労支援経験別の就労支援知識・スキルの活用の機会＞ 

 就労支援員から、就労支援の経験により「1 年未満(n=249）」、「１～3 年（n=228）」、「5 年以上

（n=98）」の３グループを抽出し、分析を行った。 

 就労支援知識・スキルの活用機会について「非常にある」と回答した者の割合を集計をした結

果は下表のとおりとなった。経験が高くなるにつれ、全般的に就労支援の知識・スキルの活用機

会が多くなっていた。 

 
【図表 2-26 就労支援経験別の就労支援知識・スキルの活用の機会】 

57.4

55.5

36.9

36.0

32.6

32.1

26.9

26.6

26.4

24.7

23.0

22.4

21.4

20.2

20.2

18.7

18.6

16.4

66.5

67.0

42.7

50.4

45.6

41.4

23.5

30.1

40.0

37.9

22.5

27.8

28.4

27.6

23.8

22.7

21.2

32.6

50.0

38.9

43.2

76.0

31.6

58.3

28.7

62.1

40.0

47.4

49.0

33.7

40.0

34.7

37.9

33.7

37.6

42.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

施設内での作業指導に関する知識・スキル

障害特性に関する知識

就労支援計画の策定に関するスキル

障害特性に応じた職業的課題に関する知識

一般就労に向けたアセスメントに関するスキル

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む）

障害者雇用促進法・雇用制度に関する知識

職業相談に関するスキル

他の関係機関との連携・調整を行う知識・スキル

障害者の希望や特性に応じた仕事の選択や
マッチング支援を行う知識・スキル

企業に関する基礎知識

面接訓練や履歴書の作成支援に関する知識・
スキル

職場実習先の開拓に関する知識・スキル

障害者求人の開拓や職域開発に関する知識・
スキル

就職後の障害者の状況に応じて事業主への
助言を行う知識・スキル

職場の雇用管理に関する基礎知識

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する
法律・制度に関する知識

就職後のフォローアップとして職場を訪問し、
障害者の職場定着支援を行うスキル

就労支援１年未満 就労支援１～３年 就労支援５年以上
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③就労支援知識・スキルの習得状況 

 就労支援員として活動する上で、就労支援に関する知識・スキルは自分にどのくらい備わって

いるかについて質問したところ、結果は下表のとおりとなった。施設内での作業指導や障害特性

に関する知識については知識・スキルがあると回答している一方で、それ以外の項目については

半数以上が少し不足か不足していると回答した。 

 
【図表 2-27 就労支援知識・スキルの習得状況】 

22.4

24.2

13.7

14.8

11.3

9.8

11.1

8.3

10.4

10.7

9.3

6.1

8.4

7.0

7.9

7.5

7.4

6.5

49.7

44.9

39.1

35.5

38.4

37.1

35.7

34.1

30.3

26.6

27.8

30.2

27.8

28.3

24.4

24.2

24.1

19.5

18.1

21.4

31.4

27.9

31.7

30.8

31.8

35.7

31.0

34.8

35.5

33.5

27.8

34.2

29.1

31.0

33.3

31.8

9.8

9.4

15.8

21.9

18.6

22.3

21.4

22.0

28.3

27.9

27.5

30.2

36.0

30.5

38.6

37.3

35.2

42.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

施設内での作業指導に関する知識・スキル(n=686)

障害特性に関する知識(n=690)

障害特性に応じた職業的課題に関する知識(n=688)

面接訓練や履歴書の作成支援に関する

知識・スキル(n=691)

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む）(n=690)

一般就労に向けたアセスメントに関するスキル(n=685)

就労支援計画の策定に関するスキル(n=683)

職業相談に関するスキル(n=687)

他の関係機関との連携・調整を行う知識・スキル(n=683)

企業に関する基礎知識(n=689)

障害者の希望や特性に応じた仕事の選択や

マッチング支援を行う知識・スキル(n=691)

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する

法律・制度に関する知識(n=686)

就職後のフォローアップとして職場を訪問し、

障害者の職場定着支援を行うスキル(n=687)

障害者雇用促進法・雇用制度に関する知識(n=682)

（就職後の）障害者の状況に応じて事業主への

助言を行う知識・スキル(n=681)

職場実習先の開拓に関する知識・スキル(n=691)

職場の雇用管理に関する基礎知識(n=688)

障害者求人の開拓や職域開発に関する

知識・スキル(n=692)

ある 少しある 少し不足 不足
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＜就労支援経験別の就労支援知識・スキルの習得状況＞ 

 就労支援員から、就労支援の経験により「1 年未満(n=249）」、「１～3 年（n=228）」、「5 年以上

（n=98）」の３グループを抽出し、分析を行った。 

就労支援知識・スキルが自分に備わっているかについて「ある」又は「少しある」と回答した

者の割合を集計した結果は下表のとおりとなった。経験が浅い者は施設内作業指導と障害特性に

関する知識・スキルが不足している一方で、経験が高くなるにつれ、全般的に就労支援の知識・

スキルの修得度は上がるが、求人開拓や定着支援に関しては、経験が長い者でも半数以上が不足

していると回答していた。 

  
【図表 2-28 就労支援経験別の就労支援知識・スキルの習得状況】 

66.4

60.9

31.5

41.4

24.5

38.2

26.7

37.1

41.3

30.7

34.7

21.8

25.9

21.7

20.3

24.7

16.0

19.8

70.1

69.0

37.0

48.2

32.6

51.5

34.2

47.1

50.4

41.6

46.4

31.3

45.2

37.2

31.5

37.6

24.8

37.8

69.3

71.6

54.4

59.0

49.8

67.6

55.0

65.4

71.1

65.6

63.2

46.5

56.0

58.3

45.6

57.2

45.1

44.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

施設内での作業指導に関する知識・スキル

障害特性に関する知識

企業に関する基礎知識

面接訓練や履歴書の作成支援に関する知識・
スキル

職場の雇用管理に関する基礎知識

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む）

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する
法律・制度に関する知識

就労支援計画の策定に関するスキル

障害特性に応じた職業的課題に関する知識

職業相談に関するスキル

一般就労に向けたアセスメントに関するスキル

職場実習先の開拓に関する知識・スキル

他の関係機関との連携・調整を行う知識・スキル

障害者雇用促進法・雇用制度に関する知識

就職後の障害者の状況に応じて事業主への
助言を行う知識・スキル

障害者の希望や特性に応じた仕事の選択や
マッチング支援を行う知識・スキル

障害者求人の開拓や職域開発に関する知識・
スキル

就職後のフォローアップとして職場を訪問し、
障害者の職場定着支援を行うスキル

就労支援1年未満 就労支援１～３年 就労支援5年以上
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④就労支援知識・スキルの習得方法 

 就労支援員として活動する上で、就労支援に関する知識・スキルをどのように身につけたか最

も効果的な手段について質問したところ、全般的に「仕事を通じて」と回答した者の割合が多か

ったが、障害者福祉、障害者雇用制度、労働関係法規等については「研修や講習会に参加」して

習得したと回答した者が他の項目に比べて多かった。 

 
【図表 2-29 就労支援知識・スキルの習得方法】 

38.6

36.9

28.3

27.0

25.9

25.7

24.1

22.8

18.8

18.2

17.2

17.2

17.1

15.8

14.9

13.9

13.5

10.5

48.7

48.0

53.1

64.9

68.7

66.9

62.9

72.1

72.2

70.8

71.5

71.7

66.7

73.2

64.9

78.0

74.4

83.9

12.7

15.1

18.6

8.0

5.4

7.3

13.0

5.1

8.9

11.0

11.3

11.1

16.2

11.1

20.2

8.1

12.1

5.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む）(n=671)

障害者雇用促進法・雇用制度に関する知識(n=635)

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する

法律・制度に関する知識(n=639)

就労支援計画の策定に関するスキル(n=647)

障害特性に応じた職業的課題に関する知識(n=667)

一般就労に向けたアセスメントに関するスキル(n=641)

職場の雇用管理に関する基礎知識(n=631)

障害特性に関する知識(n=689)

障害者の希望や特性に応じた仕事の選択や

マッチング支援を行う知識・スキル(n=627)

職業相談に関するスキル(n=638)

就職後の障害者の状況に応じて事業主への

助言を行う知識・スキル(n=621)

就職後のフォローアップとして職場を訪問し、

障害者の職場定着支援を行うスキル(n=623)

企業に関する基礎知識(n=637)

障害者求人の開拓や職域開発に関する知識・スキル(n=615)

面接訓練や履歴書の作成支援に関する知識・スキル(n=638)

他の関係機関との連携・調整を行う知識・スキル(n=631)

職場実習先の開拓に関する知識・スキル(n=622)

施設内での作業指導に関する知識・スキル(n=669)

研修や講習に参加 仕事を通じて 独学・自己啓発
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⑤就労支援業務を行う上で困っていること 

 一般就労に向けた支援にあたり、困っていることについて質問したところ、「実践的なノウハウ

が蓄積されていない」、「習得する機会がない」といった就労支援スキルの問題と、企業に関する

項目で困っていると回答した者の割合が高かった。 

 また、特に困っていることについて上位 3つまで選択してもらったところ、順に、「就労支援の

実践的なノウハウが蓄積されていない」、「職場実習先や求人企業がない」、「就労支援に必要な知

識が足りない」を選んだ者が多かった。 
【図表 2-30 困っていること】 

※困っていることは、はい／いいえの二択(ｎは項目右）、特に困っていることは、３つまで複数回答(n=686） 

76.1

75.9

72.6

69.4

69.1

69.0

65.4

64.2

48.0

44.8

37.4

35.3

35.0

31.7

30.0

20.4

16.5

8.3

8.0

31.2

21.9

20.3

13.6

26.6

31.0

17.2

14.4

21.7

10.6

14.3

8.7

8.2

9.3

4.2

4.4

3.2

1.6

2.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

就労支援の実践的なノウハウが蓄積されていない(n=687)

企業や職場の情報が少ない(n=684)

就労支援に必要な実践的なノウハウを習得する機会が

不足している(n=679)

企業に障害者の支援ノウハウを理解させるのが難しい(n=679)

就労支援に必要な知識が足りない(n=687)

職場実習先や求人企業がない(n=681)

障害者雇用に関して企業の理解がない(n=680)

就労支援に必要な知識を習得できる研修の機会が

不足している(n=684)

就労支援以外の業務が多く、就労支援を行う時間が

ほとんどない(n=685)

業務が忙しく、外部の研修等に参加できない(n=685)

支援している障害者（保護者）が一般就労に関して

熱心でない(n=685)

障害者の特性や状態像の把握したり、信頼関係を築くのが難しい(n=683)

地域に就労支援サービスの利用対象となる

障害者が少ない(n=685)

どこから就労支援をはじめていいのかわからない(n=684)

地域の就労支援機関との連携がうまくできない(n=679)

地域の関係機関が就労支援に熱心でない(n=675)

就労支援に関して悩みがあるときに相談する先がない(n=683)

所属している法人が就労支援に関して

理解がない(n=683)

職場の上司や同僚が就労支援に関して理解がない(n=684)

困っていること

特に困っていること

 
 

⑥困った時の相談先 

 一般就労に向けた支援にあたり、困ったときの相談先について質問をしたところ、同じ事業所

の上司・同僚が最も高く、続いて労働局・ハローワークの担当者、他の機関で障害者の就労支援

を担っている人の順であった。 
【図表 2-31 相談先(複数回答)】(n=693） 

 

85.7

51.8

41.4

21.8

15.6

7.6

6.8

5.3

4.3

7.9

3.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

同じ事業所の上司・同僚

労働局・ハローワークの担当者

他の機関で障害者の就労支援を担っている人（上記以外）

障害者職業センターの障害者職業カウンセラー

社会福祉法人等の職場適応援助者（第1号JCジョブコーチ）

地方自治体の職員

特別支援学校の先生

障害者職業センターの職場適応援助者（配置型ジョブコーチ）

企業の担当者や職場適応援助者（第2号JCジョブコーチ）

その他

相談先はない
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(３）研修 

①就労支援に係る研修の受講状況 

  就労支援に係る研修の受講状況について質問したところ、法人内の研修の受講経験は３～５

割あったが、それ以外の研修の受講経験は低かった。 

 
【図表 2-32 研修の受講状況】 

45.1

31.1

14.5

11.1

8.0

7.8

7.7

6.1

5.4

4.2

4.9

4.4

1.8

1.8

1.0

1.6

2.4

2.1

0.8

0.6

33.4

45.0

65.2

58.8

58.5

59.1

64.1

62.2

56.4

55.5

16.6

19.4

18.6

28.3

32.4

31.5

25.7

29.7

37.4

39.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

法人内で行う研修・勉強会（就労支援以外）(n=676)

法人内で行う研修・勉強会（就労支援関係）(n=675)

自治体が行う就労支援研修(n=663)

民間機関・ＮＰＯ等の就労支援研修

（上記ジョブコーチ養成研修以外）(n=668)

職業リハビリテーション実践セミナー

（高障機構・総合センター）(n=673)

民間機関・ＮＰＯ等の行う厚生労働大臣指定の

職場適応援助者（ジョブコーチ）養成研修(n=670)

就業支援基礎講座

（高障機構・障害者職業センター）(n=672)

高障機構が行う職場適応援助者（ジョブコーチ）

養成研修(n=674)

職業リハビリテーション推進フォーラム

（高障機構・障害者職業センター）(n=663)

職業リハビリテーション研究発表会

（高障機構・総合センター）(n=668)

受講した

受講予定

機会があれば
受講したい

受講予定なし

 
 

 

②就労支援に係る研修の受講希望 

  就労支援を行うに当たって、受講したい研修プログラム等について質問をしたところ、就労

支援に関する専門的な知識や支援スキル・技術を習得する研修への希望が高かった。 

 
【図表 2-33 研修の受講希望】 

64.9

64.7

58.6

57.0

51.0

49.3

48.2

48.1

45.3

42.0

37.1

28.2

28.5

31.7

31.7

39.7

41.2

36.7

41.9

36.4

44.6

46.8

3.7

3.6

6.9

8.5

4.5

4.3

8.4

3.2

11.3

4.6

6.7

3.2

3.2

2.7

2.9

4.8

5.1

6.7

6.8

9.4

7.0

8.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就労支援に関する専門的な知識を習得する

研修(n=696)

就労支援に関する専門的な支援スキル・技術を

身につける研修(n=691)

就労支援に関する基礎的な支援スキル・技術を

身につける研修(n=694)

就労支援に関する基礎的な知識を習得する

研修(n=695)

外部の専門家から就労支援に関する助言や

アドバイス(n=690)

就労支援に関するケーススタディが中心の研修(n=691)

ジョブコーチに関する専門的な知識やスキルを

習得する研修(n=689)

他の機関の就労支援担当者等との交流会

(n=690)

ジョブコーチに関する基本的な知識やスキルを

習得する研修(n=689)

地域の関係機関の関係者（就労支援を担う者

以外も含む。）との交流会(n=690)

就労支援に関する座学（講習）が中心の研修(n=690)

ぜひ受けたい

どちらかとい
えば受けたい

受けたくない
（必要がない
から）

受けたくない
（業務多忙の
ため）
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第３章 障害者就業・生活支援センター 
 

１．障害者就業・生活支援センター 調査結果 

 

（１）法人の属性 

①法人の形態と従業員数 

 事業所の属する法人の形態及び法人全体の従業員数について質問したところ、社会福祉法人

が９割を占め、100 人以上の規模の法人が半数以上を占めた。 

 
【図表 3-1 法人の形態】 （ｎ＝117）           【図表 3-2 法人の規模】 （ｎ＝117） 

社会福祉

法人

89.7%

医療法人

3.4%

ＮＰＯ

5.1%

その他

1.7%

   

３００人以

上

14.5%

１００～２９

９人

40.2%

５０～９９

人

25.6%

３０～４９

人

5.1%

５～９人

1.7%１０～２９

人

12.8%

   
    

 ②法人が実施している他の事業 

  障害者就業・生活支援センター以外に法人で実施している他の事業について質問したところ、

約 8 割の法人がケアホーム等を実施しており、続いて就労継続支援Ｂ型や就労移行支援事業を

実施していた。なお、その他と回答をした中では、自由記述として、更生施設、生活介護、地

域活動センター等が多かった。 

 
【図表 3-3 法人が実施している他の事業（複数回答）】 （ｎ＝116） 

78.4

55.2

44.8

22.4

8.6

8.6

73.3

1.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

ケアホーム・グループホーム・福祉ホーム

就労継続支援Ｂ型

就労移行支援事業

障害者委託訓練

自治体単独設置の就労支援センター

就労継続支援Ａ型

その他

障害者就業・生活支援センターのみ

 
 

 

③ジョブコーチ助成金の認定法人 

  法人が第 1 号職場適応援助者(ジョブコーチ)助成金の

認定法人になっているか否かについて質問したところ、

69 法人（59.0%）がジョブコーチ助成金の認定法人とな

っていた。 

また、ジョブコーチ認定法人におけるジョブコーチの

配置数の１人又は 2 人が大部分を占め、平均 2.04 人

（n=68）であった。 
【図表 3-4 ジョブコーチ配置状況】（ｎ＝68） 

２人

44.1%

３人
13.2%

７人

1.5%

５人
2.9%

４人

4.4%

１人

33.8%
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（２）事業所の属性 

①事業所の従業員数 

  平成20年7月1日現在の従業員数について質問したと

ころ、平均 4.3 人であり、就業支援担当者の平均は 2.3

人であった。また、就労支援に携わっている人は就業支

援担当者も含め、3.2 人であり、ジョブコーチ養成研修

修了者は 1.0 人であった。 

 

 

 

 
 【図表 3-5 事業所の従業員数】 

（n=116）   

 
 

②障害者就業・生活支援センターを開始した時期 

  事業所が障害者就業・生活支援センターを開始した時

期について質問したところ、約 3 分の１が平成 20 年度

から開始していた。 

（参考：全国の障害者就業・生活支援センターの設置数 

135 箇所（平成 19 年度）→206 箇所（平成 20 年度）） 

 
 

 

 

【図表 3-6 障害者就業・生活支援センターの開始時期】 

 （ｎ＝117） 

 

 

 ③利用者の状況 
  平成 20 年 7 月 1 日現

在の利用者の状況につ

いて質問をしたところ、

平均 183.99 人であり、

うち知的障害者が半数

以上を占めた。 

 

   
【図表 3-7 利用者の状況】 

(n=115) 

 

 

3人

41.4%

4人
25.9%

5人

16.4%

6人

6.9%

7人以上

9.5%

H15年度

6%

H16年度

17%

H18年度

9%

H19年度

12%

H20年度

37%

H17年度

5%

H14年度

以前

14%

50～99人

18.3%

250～299

人

11.3%

300人以上

15.7%

50人未満

11.3%

100～149

人

13.0%

200～249

人

13.0%
150～199

人

17.4%

身体

17.8%

知的

54.5%

発達

1.7%

その他

3.0%

精神

23.0%
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（３）就労支援に関わる人材育成の方針 

  障害者の就労支援に関わる人材の育成を①現在どのように行っているか、また②今後の方針

を質問したところ、現在は外部研修の受講促進が中心であるが、今後の方針として、法人内で

研修・勉強階を行ったり、人事異動により就労支援に必要な業務を経験させると回答した割合

が高かった。 
 

【図表 3-8 人材育成の方針（複数回答）】 

94.0

80.3

51.3

40.2

26.5

23.1

3.4

1.7

0.0

60.3

54.4

52.9

57.4

39.7

16.2

10.3

2.9

0.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

勤務時間中の外部研修・勉強会への参加を認めている

外部研修・勉強会に参加する際に費用を補助をしている

事業所内で研修・勉強会等を行っている

法人内で研修・勉強会を行っている

人事異動により就労支援に必要な業務を経験させることにしている

就労支援に関するスキルアップに関しては

個人に任せている

最初からノウハウのある人材を登用しており（する方針なので）、

研修等は必要がない。

その他

特に何もしていない／するつもりがない

現在の状況(n=117)

今後の方針(n=66)
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２．就業支援担当者 調査結果 

 

（１）本人の属性 

 ①基本属性 

本人の性別・年代・最終学歴について質問したところ、男性が 145 人（58.7%）で女性が 102

人（41.3%）と男性がやや多く、年代としては、30 代と 40 代が多かった。また、最終学歴は大

学・大学院卒が多く、福祉系の専攻の者が多かった。 

 
【図表 3-9 年代】(n=227)          【図表 3-10 最終学歴】(n=247) 

２０代

21.6%

３０代

31.7%

４０代

26.9%

５０代

19.8%

   

専門学校・短

大卒(福祉以

外)

13.0%

その他

0.8% 中卒・高卒

18.2%

大学・大学院

卒（福祉以

外）

25.9%

専門学校・短

大卒（福祉

系）

11.7%

大学・大学院

卒（福祉系）

30.4%

     
 
②就業形態 

  本人の就業形態について質問したところ、主任は正社

員がほとんどであったが、担当者は正社員と非常勤・契

約等の非正規職員がほぼ半々であった。 

 
 

 

 

 

 

 

【図表 3-11 就業形態】 

(n=247) 

  
③就労経験 

これまでの就労経験について質問したところ、障害者支援については 5 年以上の経験を持っ

ていうる者が半数以上おり、障害者就労支援経験が 5年以上の者も 3分の１程度いた。 

 
【図表 3-12 就労経験】 
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障害者就労支援(n=229)

うち就業支援担当者(n=225)
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④資格 

  障害者の就労支援を行うにあたり、現在保有している資格と、今後取りたい資格について質

問したところ、現在は特に資格がない者が最も多かったが、社会福祉士の資格を持っている者

も 4 分の 1 程度いた。その他の自由記述としては、社会福祉主事が最も多く、その他介護福祉

士やヘルパー、保育士、教員免許等も見られた。 

  今後取りたい資格としては、社会福祉士や精神保健福祉士取得の希望が３割程度と高く、次

に職場適応援助者養成研修の受講の希望が高かった。  
 

【図表 3-13 資格（複数回答）】 

25.6

16.5

10.7

1.2

0.4

0.4
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28.1
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社会福祉士

職場適応援助者（ｼﾞｮﾌﾞｺｰﾁ）養成研修修了

精神保健福祉士

臨床心理士・臨床発達心理士

作業療法士

産業カウンセラー

キャリアコンサルタント

その他

特になし

現在持っている資格(n=242)

今後取りたい資格(n=214)

 
 

 

⑤仕事の満足度 

  仕事の満足度について質問をしたところ、総合的な満足的に８割の者がやや満足か満足して

おり、仕事の内容やコミュニケーション面で満足している割合が９割程度と高い一方で、報酬

と能力スキルの向上については、満足している割合が低かった。 

 
【図表 3-14 仕事の満足度】 
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39.8

30.2

42.0

39.4

45.3
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0.4

17.1
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0.8
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仕事の内容・やりがい(n=246)

仕事の報酬(n=245)

職場の管理者・上司との人間関係、コミュニケーション

(n=245)

職場の同僚との人間関係、コミュニケーション(n=246)

能力スキルの向上(n=245)

総合評価(n=240)

満足

やや満足

やや不満
足

不満足

 
 

 

⑥将来展望 

５年後の将来展望について質問をしたと

ころ、半数近い者が現在と同じ仕事をしてい

ると回答しており、また就労支援を含め障害

者支援の分野で仕事をしていると回答した

者は全体の約７割であった。 
 

【図表 3-15 将来展望】 

(n=243) 

今と同じ仕事

をしている

46.9%

障害者福祉以

外の仕事をし

ている

7.8%

今とは異なる
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（２）職務と能力・スキル 

①就労支援業務の業務量 

  就業支援担当者として活動する場合の業務量について質問をしたところ、結果は下表のとお

りとなった。職業相談、定着支援、ハローワークでの求職活動支援、地域の連携に関する業務

が多いという回答が多かった。 

 
【図表 3-16 就労支援業務の業務量】 
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77.2
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職業相談(n=245)

就職後のフォローアップとしての職場訪問(n=244)

障害者に対するハローワークへの同行(n=245)

地域における就労支援機関との連携・

支援ネットワークづくり(n=244)

家族との連絡調整（情報提供、相談等）(n=244)

ハローワークでの求人検索(n=244)

基礎訓練、職業準備訓練、職場実習等のあっせん

(n=244)

ケア会議、ケース会議等への参加(n=244)

職場実習先での支援、実習の付き添い(n=244)

事業主に対する障害者の特性に関する助言(n=242)

障害者の職業能力・適性の把握（アセスメント）(n=245)

就職した障害者に対する生活面に関わる支援(n=245)

自主的な求人・実習先の開拓

（民間の求人情報の収集、企業訪問等）(n=245)

面接練習や履歴書の作成等の支援(n=245)

事業主に対する障害者の雇用管理に関する

助言(n=243)

就労支援計画の作成(n=243)

就労支援サービスを提供する障害者の確保(n=214)

施設を利用する障害者の生活面に関わる支援(n=241)

職場適応支援（ジョブコーチ支援）(n=241)

ハローワーク職員との同行求人開拓(n=244)

施設内での障害者に対する作業指導(n=240)

施設内での作業に関わる品質管理、受注、納品等

の業務(n=241)

業務が多い やや多い ほどんどない 全くない
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＜就業支援担当者の経験別の業務量＞ 

就業支援担当者から、就業支援担当者の経験により「担当者 1 年未満（n=48）」、「担当者１～3

年（n=48）」、「主任（n=105）」の３グループを抽出し、分析を行った。 

 就業支援担当者の業務の業務量について「業務量が多い」と回答した者の割合を集計をした結

果は下表のとおりである。他のグループと比べて、１～3 年経験の者は定着支援業務を多く行っ

ており、主任は関係機関との連携を多く行っていた。 

 
【図表 3-17 就業支援担当者の経験別の就労支援業務の業務量】 
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施設内での作業指導に関する知識・スキル

障害特性に関する知識

企業に関する基礎知識

面接訓練や履歴書の作成支援に関する知識・
スキル

職場の雇用管理に関する基礎知識

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む）

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する
法律・制度に関する知識

就労支援計画の策定に関するスキル

障害特性に応じた職業的課題に関する知識

職業相談に関するスキル

一般就労に向けたアセスメントに関するスキル

職場実習先の開拓に関する知識・スキル

他の関係機関との連携・調整を行う知識・スキル

障害者雇用促進法・雇用制度に関する知識

就職後の障害者の状況に応じて事業主への
助言を行う知識・スキル

障害者の希望や特性に応じた仕事の選択や
マッチング支援を行う知識・スキル

障害者求人の開拓や職域開発に関する知識・
スキル

就職後のフォローアップとして職場を訪問し、
障害者の職場定着支援を行うスキル

就労支援1年未満 就労支援１～３年 就労支援5年以上
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②就労支援知識・スキルの活用の機会 

 就業支援担当者として活動する上で、就労支援に関する知識・スキルをどのくらい活用する機

会があるか質問したところ、結果は下表のとおりとなった。 

 
【図表 3-18 就労支援知識・スキルの活用の機会】 
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障害者求人の開拓や職域開発に関する

知識・スキル(n=245)

障害特性に関する知識(n=246)

就職後の障害者の状況に応じて事業主への

助言を行う知識・スキル(n=245)

他の関係機関との連携・調整を行う知識・スキル(n=243)

職場実習先の開拓に関する知識・スキル(n=245)

施設内の作業指導に関する知識・スキル(n=244)

障害者雇用促進法・雇用制度に関する知識(n=245)

障害特性に応じた職業的課題に関する知識(n=246)

就労支援計画の策定に関するスキル(n=244)

就職後のフォローアップとして職場を訪問し、

障害者の職場定着支援を行うスキル(n=244)

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む）(n=245)

職場の雇用管理に関する基礎知識(n=244)

面接訓練や履歴書の作成支援に関する

知識・スキル(n=245)

一般就労に向けたアセスメントに関するスキル(n=244)

企業に関する基礎知識(n=245)

職業相談に関するスキル(n=245)

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する

法律・制度に関する知識(n=245)

障害者の希望や特性に応じた仕事の選択や

マッチング支援を行う知識・スキル(n=244)

非常にある たまにある 滅多にない 全くない
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＜就業支援担当者の経験別の就労支援知識・スキルの活用の機会＞ 

就業支援担当者から、就業支援担当者の経験により「担当者 1 年未満（n=48）」、「担当者１～3

年（n=48）」、「主任（n=105）」の３グループを抽出し、分析を行った。 

 就労支援知識・スキルの活用機会について「非常にある」と回答した者の割合を集計をした結

果は下表のとおりとなった。他と比べて、主任は、関係機関との調整やマッチングに関する知識・

スキルを活用する機会が多くなっていた。 

 
【図表 3-19 就業支援担当者の経験別の就労支援知識・スキルの活用の機会】 
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就職後のフォローアップとして職場を訪問し、

障害者の職場定着支援を行うスキル

他の関係機関との連携・調整を行う

知識・スキル

障害特性に関する知識

障害特性に応じた職業的課題に関する知識

職業相談に関するスキル

一般就労に向けたアセスメントに関するスキル

障害者の希望や特性に応じた仕事の選択や

マッチング支援を行う知識・スキル

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む）

就職後の障害者の状況に応じて事業主への

助言を行う知識・スキル

企業に関する基礎知識

障害者雇用促進法・雇用制度に関する知識

職場実習先の開拓に関する知識・スキル

就労支援計画の策定に関するスキル

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する

法律・制度に関する知識
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職場の雇用管理に関する基礎知識

面接訓練や履歴書の作成支援に関する
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施設内での作業指導に関する知識・スキル

担当者1年未満 担当者１～３年 主任
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③就労支援知識・スキルの習得状況 

  就業支援担当者として活動する上で、就労支援に関する知識・スキルは自分にどのくらい備

わっているかについて質問したところ、結果は下表のとおりとなった。障害特性や求職活動に

関するスキルは全般的に備えているが、企業に関するスキルについては不足しているという回

答が多かった。 

 
【図表 3-20 就労支援知識・スキルの習得状況】 

24.7

24.1

28.3

25.0

24.7

18.2

19.2

15.0

20.8

16.8

24.1

15.1

11.7

16.8

16.7

12.2

16.7

13.4

53.8

48.2

43.4

46.3

44.4

48.6

41.6

45.7

38.4

42.2

34.7

42.9

41.3

36.1

35.5

39.4

32.9

34.1

12.6

17.1

20.1

16.4

18.5

21.5

24.9

25.9

27.8

25.8

30.6

21.6

28.7

26.6

29.0

29.7

30.1

29.3

8.9

10.6

8.2

12.3

12.3

11.7

14.3

13.4

13.1

15.2

10.6

20.4

18.2

20.5

18.8

18.7

20.3

23.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

障害特性に関する知識(n=247)

面接訓練や履歴書の作成支援に関する

知識・スキル(n=245)

就職後のフォローアップとして職場を訪問し、

障害者の職場定着支援を行うスキル(n=244)

職業相談に関するスキル(n=244)

他の関係機関との連携・調整を行う知識・
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(n=245)

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む）

(n=247)

障害者の希望や特性に応じた仕事の選択や

マッチング支援を行う知識・スキル(n=245)

障害者雇用促進法・雇用制度に関する知識(n=244)

就職後の障害者の状況に応じて事業主への

助言を行う知識・スキル(n=245)

施設内での作業指導に関する知識・スキル(n=245)

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する法律・制度

に関する知識(n=247)

障害者求人の開拓や職域開発に関する

知識・スキル(n=244)

職場実習先の開拓に関する知識・スキル(n=245)

就労支援計画の策定に関するスキル(n=246)

企業に関する基礎知識(n=246)

職場の雇用管理に関する基礎知識(n=246)

ある 少しある 少し不足 不足
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＜就業支援担当者の経験別の就労支援知識・スキルの習得状況＞ 

就業支援担当者から、就業支援担当者の経験により「担当者 1 年未満（n=48）」、「担当者１～3

年（n=48）」、「主任（n=105）」の３グループを抽出し、分析を行った。 

就労支援知識・スキルが自分に備わっているかについて「ある」又は「少しある」と回答した

者の割合を集計をした結果は下表のとおりとなった。経験が浅い者は企業等に関する知識が不足

していると回答しているが、経験が高まるにつれ、全般的に就労支援の知識・スキルの習得状況

が高くなり、特に求人開拓に関して差が大きい。 

 
【図表 3-21 就業支援担当者の経験別の就労支援知識・スキルの習得状況】 

63.9

51.4

50.0

47.9

47.2

45.8

45.8

44.4

36.6

33.3

33.3

31.9

30.6

29.6

29.6

28.2

22.5

16.9

75.0

71.7

70.2

70.2

68.8

43.8

62.5

66.7

56.3

50.0

43.8

53.2

48.9

63.8

35.4

40.4

47.9

45.8

88.6

82.9

82.9

84.8

82.7

71.2

71.4

76.2

76.2

60.0

64.8

72.4

74.3

67.6

71.2

71.4

54.8

58.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

障害特性に関する知識

職業相談に関するスキル

面接訓練や履歴書の作成支援に関する

知識・スキル

他の関係機関との連携・調整を行う

知識・スキル

就職後のフォローアップとして職場を訪問し、

障害者の職場定着支援を行うスキル

施設内での作業指導に関する知識・スキル

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む）

障害特性に応じた職業的課題に関する知識

一般就労に向けたアセスメントに関するスキル

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する

法律・制度に関する知識

就労支援計画の策定に関するスキル

就職後の障害者の状況に応じて事業主への

助言を行う知識・スキル

障害者の希望や特性に応じた仕事の選択や

マッチング支援を行う知識・スキル

障害者雇用促進法・雇用制度に関する知識

障害者求人の開拓や職域開発に関する

知識・スキル

職場実習先の開拓に関する知識・スキル

企業に関する基礎知識

職場の雇用管理に関する基礎知識

１年未満 １～3年 主任
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④就労支援知識・スキルの習得方法 

  就業支援担当者として活動する上で、就労支援に関する知識・スキルをどのように身につけ

たか最も効果的な手段について質問したところ、全般的に「仕事を通じて」と回答した者の割

合が多かったが、障害者福祉、障害者雇用制度や障害特性等の制度面や障害特性に関すること

については、「研修や講習会に参加」して習得したと回答した者が他の項目に比べて多かった。 

 
【図表 3-22 就労支援知識・スキルの習得方法】 

40.1

35.4

32.9

30.2

26.7

26.0

24.9

20.4

15.7

14.4

12.9

11.1

10.8

9.2

8.7

7.9

7.9

5.8

47.1

57.1

61.7

66.1

66.7

61.6

70.1

72.9

82.2

67.1

80.5

76.5

85.1

84.9

84.2

89.5

89.3

85.1

12.8

7.5

5.3

3.7

6.7

12.4

5.0

6.7

2.1

18.5

6.6

12.3

4.1

5.9

7.1

2.5

2.9

9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む）

(n=242)

障害者雇用促進法・雇用制度に関する知識(n=240)

障害特性に関する知識(n=243)

障害特性に応じた職業的課題に関する知識(n=242)

就労支援計画の策定に関するスキル(n=240)

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する

法律・制度に関する知識(n=242)

一般就労に向けたアセスメントに関するスキル

(n=241)

職場の雇用管理に関する基礎知識(n=240)

障害者の希望や特性に応じた仕事の選択や

マッチング支援を行う知識・スキル(n=242)

面接訓練や履歴書の作成支援に関する

知識・スキル(n=243)

職業相談に関するスキル(n=241)

企業に関する基礎知識(n=243)

就職後の障害者の状況に応じて事業主への

助言を行う知識・スキル(n=241)

施設内での作業指導に関する知識・スキル(n=238)

障害者求人の開拓や職域開発に関する

知識・スキル(n=241)

他の関係機関との連携・調整を行う知識・スキル(n=239)

就職後のフォローアップとして職場を訪問し、

障害者の職場定着支援を行うスキル(n=242)

職場実習先の開拓に関する知識・スキル(n=241)

研修や講習に参加 仕事を通じて 独学・自己啓発
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⑤就労支援業務を行う上で困っていること 

 一般就労に向けた支援にあたり、困っていることについて質問したところ、企業に関する項

目で困っていると回答した者の割合が高かった。 

  また、特に困っていることについて上位 3つまで選択してもらったところ、順に、「職場実習

先や求人企業がない」、「企業に障害者の支援ノウハウを理解させるのが難しい」、「就労支援の

実践的なノウハウが蓄積されていない」を選んだ者が多かった。 
【図表 3-23 困っていること】 
※困っていることは、はい／いいえの二択（ｎは項目右）、特に困っていることは、３つまで複数回答（n=237） 

68.6

62.9

59.7

56.2

54.7

53.3

47.3

42.7

41.8

32.8

20.2

18.2

17.7

15.6

15.3

14.8

10.6

8.2

4.1

28.7

40.1

23.2

23.2

27.0

21.5

15.6

9.7

19.4

12.7

10.5

6.3

3.4

8.9

6.8

5.1

5.1

2.5

1.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

企業に障害者の支援ノウハウを理解させるのが

難しい(n=242)

職場実習先や求人企業がない(n=245)

企業や職場の情報が少ない(n=243)

障害者雇用に関して企業の理解がない(n=242)

就労支援の実践的なノウハウが

蓄積されていない(n=243)

就労支援に必要な知識が足りない(n=244)

就労支援に必要な実践的なノウハウを

習得する機会が不足している(n=241)

就労支援に必要な知識を習得できる

研修の機会が不足している(n=241)

障害者の特性や状態像の把握したり、

信頼関係を築くのが難しい(n=244)

業務が忙しく、外部の研修等に参加できない(n=244)

地域の就労支援機関との連携がうまくできない

(n=243)

地域に就労支援サービスの利用対象となる

障害者が少ない(n=242)

支援している障害者（保護者）が一般就労に関して

熱心でない(n=243)

地域の関係機関が就労支援に熱心でない(n=244)

就労支援以外の業務が多く、就労支援を行う

時間がほとんどない(n=242)

どこから就労支援をはじめていいのかわからない

(n=244)

所属している法人が就労支援に関して

理解がない(n=246)

就労支援に関して悩みがあるときに

相談する先がない(n=245)

職場の上司や同僚が就労支援に関して

理解がない(n=245)

困っていること

特に困っていること

 
 
⑥困った時の相談先 

  一般就労に向けた支援にあたり、困ったときの相談先について質問をしたところ、同じ事業

所の上司・同僚が最も高く、続いて労働局・ハローワークの担当者、障害者職業センターのカ

ウンセラーの順であった。 
【図表 3-24 相談先（複数回答）】(n=246) 

 

85.8

72.4

42.3

38.2

17.1

6.9

6.1

4.9

1.2

5.7

0.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

同じ事業所の上司・同僚

労働局・ハローワークの担当者

障害者職業センターの障害者職業カウンセラー

他の機関で障害者の就労支援を担っている人（上記以外）

社会福祉法人等の職場適応援助者（第1号JCジョブコーチ）

地方自治体の職員

特別支援学校の先生

障害者職業センターの職場適応援助者（配置型ジョブコーチ）

企業の担当者や職場適応援助者（第2号JCジョブコーチ）

その他

相談先はない
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（３）研修 

①就労支援に係る研修の受講状況 

 就労支援に係る研修の受講状況について質問したところ、法人内の研修以外に、地域障害者

職業センターで行っている就業支援基礎講座の受講経験が高かった。 

 
【図表 3-25 研修の受講状況】 

48.3

42.6

38.7

22.5

18.4

16.5

15.7

15.4

14.0

7.2

7.5

10.5

5.9

5.1

2.1

2.1

1.7

2.5

2.1

0.8

23.8

37.1

33.2

47.9

53.8

48.7

57.2

51.7

42.4

38.6

20.4

9.7

22.3

24.6

25.6

32.6

25.4

30.4

41.5

53.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

法人内で行う研修・勉強会（就労支援以外）(n=240)

就業支援基礎講座

（高障機構・障害者職業センター）(n=237)

法人内で行う研修・勉強会（就労支援関係）(n=238)

職業リハビリテーション実践セミナー

（高障機構・総合センター）(n=236)

職業リハビリテーション推進フォーラム

（高障機構・障害者職業センター）(n=234)

職業リハビリテーション研究発表会

（高障機構・総合センター）(n=236)

自治体が行う就労支援研修(n=236)

民間機関・ＮＰＯ等の就労支援研修

（上記ジョブコーチ養成研修以外）(n=240)

高障機構が行う職場適応援助者

（ジョブコーチ）養成研修(n=236)

民間機関・ＮＰＯ等の行う厚生労働大臣指定の

職場適応援助者（ジョブコーチ）養成研修(n=236)

受講した

受講予定

機会があれば受
講したい

受講予定なし

 
 

 

②就労支援に係る研修の受講希望 

 就労支援を行うに当たって、受講したい研修プログラム等について質問をしたところ、就労

支援に関する専門的な支援スキル・技術や知識を習得する研修への希望が高かった。 

 
【図表 3-26 研修の受講希望】 

70.4

66.3

60.7

56.2

56.0

51.4

48.5

42.3

39.1

32.4

31.7

23.9

28.4

34.8

37.2

38.3

40.4

34.4

37.7

40.8

53.9

44.2

4.1

3.7

2.0

2.9

1.6

3.7

10.4

12.6

13.9

7.9

16.3

1.6

1.6

2.5

3.7

4.1

4.5

6.6

7.5

6.3

5.8

7.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就労支援に関する専門的な支援スキル・技術を

身につける研修(n=243)

就労支援に関する専門的な知識を

習得する研修(n=243)

外部の専門家から就労支援に関する助言や

アドバイス(n=244)

就労支援に関するケーススタディが

中心の研修(n=242)

他の機関の就労支援担当者等との交流会(n=243)

地域の関係機関の関係者（就労支援を担う者

以外も含む。）との交流会(n=245)

就労支援に関する基礎的な支援スキル・技術を

身につける研修(n=241)

就労支援に関する基礎的な知識を習得する研修

(n=239)

ジョブコーチに関する専門的な知識やスキルを

習得する研修(n=238)

就労支援に関する座学（講習）が中心の研修

(n=241)

ジョブコーチに関する基本的な知識やスキルを

習得する研修(n=240)

ぜひ受けたい

どちらかといえば
受けたい

受けたくない（必
要がないから）

受けたくない（業
務多忙のため）
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第４章 第 1 号ジョブコーチ 
 

１．第１号職場適応援助者助成金認定法人 調査結果 

 

（１）法人の属性 

①法人の形態と従業員数 

 事業所の属する法人の形態及び法人全体の従業員数について質問したところ、社会福祉法人

が大部分を占め、100 人以上の規模の法人は約 4割であった。 

 
【図表 4-1 法人の形態】 （ｎ＝209）           【図表 4-2 法人の規模】 （ｎ＝208） 

その他

4.3%

社会福祉

法人

85.6%

医療法人

2.4%

ＮＰＯ

7.2%

株式会社

0.5%

   

50～99人

25.0%

30～49人

7.7%

10～29人

19.7%

5人未満

1.0% 300人以上

12.5%

100～299

人

30.8%

5～9人

3.4%

    
 
②法人が実施している事業とジョブコーチ配置事業 

  法人が実施している事業について質問したところ、ケアホーム等を実施している法人が４分

の３と最も多く、続いて就労継続支援Ｂ型、就労移行支援事業を実施していた。なお、その他

と回答をした中では、自由記述として、生活介護、自立訓練、地域活動センター等が多かった。 

  また、ジョブコーチを配置している事業所としては、就労移行支援事業が約３割と最も多く

なっていた。 

 
【図表 4-3 法人が実施している事業とジョブコーチ配置事業所（複数回答）】 

75.5

60.6

48.6

44.2

18.8

13.5

9.1

72.1

5.4

12.7

27.3

15.6

2.0

6.8

34.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

ケアホーム・グループホーム・福祉ホーム

就労継続支援Ｂ型

就労移行支援事業

障害者就業・生活支援センター

障害者委託訓練

就労継続支援Ａ型

自治体単独設置の就労支援センター

その他

実施事業(n=208)

ＪＣ配置事業所(n=184)
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③ジョブコーチ助成金認定法人になった時期 

  法人が第 1号職場適応援助者(ジョブコーチ)助成金の

認定法人になった時期について質問したところ、半数以

上が平成 17 年度上半期以前に認定法人となっていた。 

 

 

 

 

 

 
【図表 4-4 ジョブコーチ助成金認定法人になった時期】 

（ｎ＝208） 

 

 

 

（２）法人内で最も就労支援を行っている事業所の属性 

①事業所の従業員数 

  法人内で最も就労支援を行っている事業所について、

当事業所の平成 20 年 7 月 1 日現在の従業員数について

質問したところ、平均 23.2 人であり、そのうち就労支

援に携わっている人は就業支援担当者も含め、5.6 人、

ジョブコーチ養成研修修了者は 2.0 人であった。 
 

 

 

 

【図表 4-5 事業所の従業員数】 

（n=194） 

 
 

②事業所が実施している事業 

  法人内で最も就労支援を行っている事業所について、当事業所が行っている事業について質

問したところ、就労移行支援事業、就労継続支援Ｂ型、障害者就業・生活支援センター、ケア

ホーム等が約 3分の１程度であった。 

 
【図表 4-6  最も就労支援を行っている事業所が実施している事業（複数回答）】 （ｎ＝203） 

36.0

35.5

35.5

31.5

9.9

7.9

4.9

46.8

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

就労移行支援事業

就労継続支援Ｂ型

障害者就業・生活支援センター

ケアホーム・グループホーム・福祉ホーム

障害者委託訓練

自治体単独設置の就労支援センター

就労継続支援Ａ型

その他

 
 

 
  

%

5人未満
17.0%

100～299

人

6.7%

30～49人
7.7%

50～99人
3.1%

10～29人

38.7%

5～9人

26.8%

平成１７年

度下半期
13.9%

平成１８年

度
13.9%

平成２０年
度

1.9%平成１９年

度

14.4%

平成１７年
度上半期

以前

55.8%



 33

③一般就労に向けた支援を開始した時期 

  一般就労に向けた支援を開始した時期について質問

したところ、平成１４年度以前に開始した事業所が 6割

以上であった。 

 
 

 

 

 

 

 

【図表 4-7 一般就労に向けた支援を開始した時期】 

 （ｎ＝204） 

  
 

④利用者の状況 
  平成20年7月1日現在

の利用者数について質問

したところ、平均 106.4

人であり、うち知的障害

者が約３分の２であった。 
 

 

 

 

【図表 4-8 利用者の状況】 

(n=194) 

 
 

（３）就労支援に関わる人材育成の方針 

  障害者の就労支援に関わる人材の育成を①現在どのように行っているか、また②今後の方針

を質問したところ、現在は、外部研修の受講促進が中心であるが、今後の方針としては、法人

内で研修を行ったり、人事異動により就労支援に必要な業務を経験させる方針であるとの回答

も多かった。 
 

【図表 4-9 人材育成の方針（複数回答）】 

92.8

83.1

49.8

33.8

26.1

4.8

1.4

0.5

62.7

59.1

57.3

48.2

16.4

4.5

4.5

0.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

勤務時間中の外部研修・勉強会への参加を認めている

外部研修・勉強会に参加する際に費用を補助をしている

法人内で研修・勉強会を行っている

人事異動により就労支援に必要な業務を経験させることにしている

就労支援に関するスキルアップに関しては個人に任せている

その他

最初からノウハウのある人材を登用しており（する方針なので）、

研修等は必要がない。

特に何もしていない／するつもりがない

現在の状況(n=207)

今後の方針(n=110)

 
 

 

 
 

H1～5年

度

7.8%

H15～16
年度

16.2%

H17年度

5.9%

H18年度

5.4%

H19年度

8.3%

H"0年度

2.9% H63年度

以前

17.6%

H11～14

年度

24.5%

H6～10年

度

11.3%

身体

12.8%
精神

16.3%

その他
2.0%

発達

2.1%

知的

66.8%

30人未満

21.1%

50～99人

23.7%

100～199

人

14.4%

200～299

人

11.9%

300人以上

7.7%

30～49人

21.1%
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２．第１号ジョブコーチ 

 

（１）属性 

 ①基本属性 

  本人の性別・年代・最終学歴について質問したところ、男性が 200 人(56.7%)、女性が 153 人

(43.3%)で男性が６割弱おり、年代としては、30 代が多かった。最終学歴は、大学・大学院卒

が多かったが、就労支援員や就業支援担当者と比較すると、福祉系の専門学校・短大卒の者が

やや多かった。 

 
【図表 4-10 年代】(n=338)             図表 4-11 最終学歴】 (n=353) 

２０代

18.3%

３０代

42.9%

４０代

24.3%

５０代
14.5%

   

中卒・高卒

16.4%

その他

0.8%
大学・大学院

卒（福祉以

外）

26.9%

専門学校・短

大卒（福祉

系）

19.5%

専門学校・短

大卒(福祉以

外)

11.3%

大学・大学院

卒（福祉系）

24.9%

    
   

 

②就業形態 

  本人の就業形態について質問したところ、正社員が７

割程度であった。 

 

 

 

 

 

  

 
【図表 4-12 就業形態】 

(n=353) 

 

③就労経験 

  これまでの就労経験について質問したところ、障害者支援については 5 年以上の経験を持つ

ものが 6割程度織り、また障害者の就労支援経験 5年以上の者が 4割程度いた。 

 
【図表 4-13 就労経験】 

7.9

0.6

32.4

16.0

31.6

17.7

26.8

12.9

22.2

15.3

16.5

4.6

28.9

38.6

13.6

12.6

7.9

23.4

2.9

3.1

1.5

4.5

7.7

50.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

障害者就労支援(n=329)

うちジョブコーチ(n=334)

障害者支援経験(n=339)

企業等での経験(n=325)

１０年以上

５年～１０年未満

３年～５年未満

１年～３年未満

１年未満

経験はない

 

正社員

72.9%

その他

0.6%

非正規

(短時間)

8.8%

非正規
(非常勤、

契約等）

17.8%
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④ジョブコーチ養成研修時期と研修機関 

職場適応援助者養成研修の受講の時期と研修機関 

について質問したところ、ほとんどの者（300 人(93.0%)）

が高齢・障害者雇用支援機構で研修を受講していた。受

講の時期については、平成 17 年度までに受講した者が

約 4割いた。 

（参考：大臣指定による民間の研修は、平成 18 年度  

から開始） 

 

 

 
【図表 4-14 ジョブコーチ養成研修の受講時期】 

(n=354) 

  
 

 ⑤ジョブコーチ活動状況  

ジョブコーチと他の業務との兼任状況について質問したところ、専任は 16.2%であり、兼任

している者のうち、３～５割程度ジョブコーチ業務をしていると回答した者が最も多かった。 

 
 また、ジョブコーチとしての1ヶ月の稼働日数(最近3ヶ月の平均)について質問したところ、

下の図表のとおりばらつきが見られたが。 

 
【図表 4-15 ジョブコーチの兼任状況】（n=352）   【図表 4-16 ジョブコーチとしての月稼働日数】(n= 350) 

兼任（１～２

割）

25.0%

兼任（その

他）

1.4%

兼任（３～５

割）

30.4%

兼任（ほとん

どない）

9.1%

専任

16.2%

兼任（８割以

上）

4.3%

兼任（６～７

割）

13.6%

   

１～５日

26.6%

０日

8.6%

６～９日

27.4%

１０～14日

22.9%

１５日以上

14.6%

   
  
 

なお、ジョブコーチの兼任状況別

に就業形態の関係を見たところ、専

任や兼任のうちジョブコーチ業務

が多い者ほど、正社員の率が低くな

っていた。 

 

 

 

 

 
【図表 4-17 ジョブコーチの兼任状況と 

就業形態】 

42.1

62.5

82.9

81.9

33.3

25.0

12.4

12.6

24.6

12.5

4.8

3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専任
(n=57)

兼任(6割以上)
(n=56)

兼任(3～5割）
(n=105)

兼任(2割以下）
(n=127)

正社員 非正規
（非常勤、契約等）

非正規
（短時間）

その他

平成１９
年度
26.6%

平成２０
年度
8.5%

平成１７
年度上
半期以

前
32.8%

平成１７
年度下
半期
8.5%

平成１８
年度
23.7%
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⑥資格 

  障害者の就労支援を行うにあたり、現在保有している資格と、今後取りたい資格について質

問したところ、特に資格がない者が最も多かった。その他の自由記述としては、社会福祉主事、

介護福祉士、保育士等が多く見られた。 

  今後取りたい資格としては、社会福祉士や精神保健福祉士取得の希望が２～３割程度であっ

た。  
 

【図表 4-18 資格（複数回答）】 

13.8

11.7

0.6

0.3

0.0

0.0

25.8

52.8

36.6

27.5

7.1

10.2

12.2

7.5

5.1

31.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

社会福祉士

精神保健福祉士

作業療法士

産業カウンセラー

臨床心理士・臨床発達心理士

キャリアコンサルタント

その他

特になし

現在持っている資格(n=341)

今後取りたい資格(n=295)

 
 

 

⑥仕事の満足度 

仕事の満足度について質問をしたところ、総合的な評価として 4 分の３の者がやや満足か満

足しており、仕事の内容やコミュニケーション面で満足している割合が８割程度と高い一方で、

報酬と能力スキルの向上については、5割以下と低かった。 

 
【図表 4-19 仕事の満足度】 

46.5

12.0

35.7

40.7

11.1

14.0

42.2

30.4

40.9

42.2

35.0

60.1

9.6

34.7

17.1

13.4

46.4

21.9

1.7

22.9

6.3

3.7

7.4

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仕事の内容・やりがい(n=353)

仕事の報酬(n=349)

職場の管理者・上司との人間関係、コミュニケーション(n=350)

職場の同僚との人間関係、コミュニケーション(n=351)

能力スキルの向上(n=351)

総合評価(n=343)

満足

やや満足

やや不満
足

不満足

 
 

 

 

⑦将来展望 

５年後の将来展望について質問をしたと

ころ、４割近い者が現在と同じ仕事をしてい

ると回答しており、また就労支援を含め障害

者支援の分野で仕事をしていると回答した

者は全体の約７割であった。 
 

 

【図表 4-20 将来展望】 

(n=352) 

 

今と同じ仕事
をしている

37.5%

障害者福祉以
外の仕事をし

ている

8.2%

今とは異なる

が障害者の就

労支援の仕事
をしている

19.9%

障害者の就労

支援以外の障
害者福祉の仕

事をしている

16.5%

仕事はしてい

ない
4.3%

その他
13.6%
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（２）職務と能力・スキル 

①ジョブコーチ業務の業務量 

第１号ジョブコーチとして活動する場合の業務量について質問をしたところ、結果は下表の

とおりとなった。職場での集中的支援やフォローアップ、事業所調整等ジョブコーチの典型的

な業務の業務量が多い一方で、職域開拓や支援計画の作成については業務量がほとんどないと

いう回答が多かった。 

 
【図表 4-21 ジョブコーチ業務の業務量】 

77.6

70.8

68.5

61.3

59.8

52.2

51.3

49.4

48.0

41.0

39.4

37.7

28.0

25.1

20.9

20.7

15.2

24.3

27.7

31.7

31.8

30.1

13.5

26.9

32.3

28.6

28.7

26.7

31.2

22.0

11.9

34.7

5.0

2.0

1.2

4.1

5.2

11.3

11.5

14.7

14.2

14.5

17.7

20.3

23.9

18.8

33.9

26.8

2.3

2.9

2.6

2.9

3.2

6.4

23.6

9.0

5.5

15.9

14.2

15.4

16.9

34.1

33.3

17.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障害者職業センターとの連絡調整(n=343)

フォローアップ(n=346)

雇用後の本人に対する集中的支援(n=346)

事業所調整（本人の職務に関すること）(n=344)

事業所調整（人間関係に関すること）(n=346)

支援ツール等の作成(n=345)

職場適応援助者助成金の支給申請

手続き(n=347)

関係機関（障害者職業センター以外）

との連絡調整(n=346)

家族との相談、調整(n=344)

雇用前に職場への適応能力向上を図るために

実施する職場実習等の支援(n=346)

職場環境のアセスメント(n=345)

障害者本人のアセスメント(n=345)

ケース会議開催の調整(n=343)

支援計画の作成(n=346)

職場開拓での障害特性に応じた

職域の開拓(n=345)

事業所調整（雇用契約等に関すること）(n=343)

自ら行う 経験者から指導を
受けて行う

ほとんど行わない 全く行わない
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＜ジョブコーチ経験別のジョブコーチ業務の業務量＞ 

第１号ジョブコーチから、ジョブコーチの経験により「１年未満（n=93）」、「１～３年（n=129）」、

「５年以上(n=61）」の３グループを抽出し、分析を行った。 

 第１号ジョブコーチの業務の業務量について「自ら行う」と回答した者の割合を集計をした

結果は下表のとおりである。全般的に経験が長くなるほど自ら行う割合は高まるが、特に職場

環境や本人のアセスメント等について差が大きくなっていた。 

 
【図表 4-22 ジョブコーチ経験別のジョブコーチ業務の業務量】 

64.4

48.3

47.1

42.5

40.2

38.6

37.9

33.0

29.9

29.9

22.7

19.5

17.0

13.8

11.4

8.0

79.5

76.6

71.1

64.3

62.5

48.8

51.2

52.8

38.3

48.8

35.4

35.2

27.0

22.0

26.6

19.7

87.3

92.9

89.3

73.2

73.2

58.9

69.6

57.1

58.9

69.6

60.0

58.9

41.8

32.1

41.8

34.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

障害者職業センターとの連絡調整

フォローアップ

雇用後の本人に対する集中的支援

事業所調整（本人の職務に関すること）

事業所調整（人間関係に関すること）

職場適応援助者助成金の支給申請手続き

支援ツール等の作成

関係機関（障害者職業センター以外）との

連絡調整

雇用前に職場への適応能力向上を図るために

実施する職場実習等の支援

家族との相談、調整

職場環境のアセスメント

障害者本人のアセスメント

ケース会議開催の調整

職場開拓での障害特性に応じた

職域の開拓

支援計画の作成

事業所調整（雇用契約等に関すること）

ＪＣ１年未満 ＪＣ１～3年 ＪＣ5年以上
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②就労支援知識・スキルの活用の機会 

 第１号ジョブコーチとして活動する上で、就労支援に関する知識・スキルをどのくらい活用

する機会があるか質問したところ、結果は下表のとおりとなった。 

 
【図表 4-23 就労支援知識・スキルの活用の機会】 

79.9

75.6

68.6

63.7

50.7

49.0

48.1

47.8

41.6

37.7

37.2

36.4

34.2

33.6

27.1

27.0

26.8

25.4

19.5

18.9

28.8

27.9

34.1

31.5

33.8

30.8

23.5

52.3

44.5

38.5

41.5

45.3

27.1

27.3

34.7

44.6

0.3

2.3

2.3

5.2

11.1

15.2

13.4

13.8

23.5

9.4

16.0

19.2

18.7

16.7

29.8

28.7

27.4

25.1

0.3

3.2

0.3

3.2

4.1

4.4

4.7

7.6

11.3

0.6

2.3

5.8

5.6

4.4

15.9

17.0

11.1

5.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

障害特性に関する知識(n=344)

就職後のフォローアップとして職場を訪問し、

障害者の職場定着支援を行うスキル(n=344)

障害特性に応じた職業的課題に関する

知識(n=344)

就職後の障害者の状況に応じて事業主への

助言を行う知識・スキル(n=344)

他の関係機関との連携・調整を行う知識・スキル

(n=343)

施設内での作業指導に関する知識・スキル(n=343)

一般就労に向けたアセスメントに関する

スキル(n=343)

障害者の希望や特性に応じた仕事の選択や

マッチング支援を行う知識・スキル(n=341)

就労支援計画の策定に関するスキル(n=344)

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む）

(n=342)

企業に関する基礎知識(n=344)

職業相談に関するスキル(n=343)

職場の雇用管理に関する基礎知識(n=342)

障害者雇用促進法・雇用制度に関する

知識(n=342)

障害者求人の開拓や職域開発に関する

知識・スキル(n=339)

職場実習先の開拓に関する知識・スキル(n=341)

面接訓練や履歴書の作成支援に関する

知識・スキル(n=343)

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する

法律・制度に関する知識(n=343)

非常にある たまにある 滅多にない 全くない
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＜ジョブコーチ経験別の就労支援知識・スキルの活用の機会＞ 

第１号ジョブコーチから、ジョブコーチの経験により「１年未満（n=93）」、「１～３年（n=129）」、

「５年以上(n=61）」の３グループを抽出し、分析を行った。 

 就労支援知識・スキルの活用の機会について「非常にある」と回答した者の割合を集計をし

た結果は下表のとおりとなった。経験が長くなるほど、アセスメントスキルや支援計画の作成

スキル、職場の雇用管理に関する知識を活用する機会が多くなっていた。 

 
【図表 4-24 ジョブコーチ経験別の就労支援知識・スキルの活用の機会】 

69.3

59.1

54.0
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38.4

37.5

37.5

37.2

35.2

33.0
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27.6
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20.7

20.7
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83.3

53.6

72.8

49.2

34.1

60.8

34.1

51.6

46.0

32.3

36.3

41.6

30.4

26.6

29.8

31.5

85.7

73.2

85.7

45.5

69.6

51.9

37.5

43.6

37.5

60.7

51.8

42.9

30.4

40.0

25.5

30.4

30.9

32.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

障害特性に関する知識

障害特性に応じた職業的課題に関する知識

就職後のフォローアップとして職場を訪問し、

障害者の職場定着支援を行うスキル

施設内での作業指導に関する知識・スキル

就職後の障害者の状況に応じて事業主への

助言を行う知識・スキル

障害者の希望や特性に応じた仕事の選択や

マッチング支援を行う知識・スキル

企業に関する基礎知識

他の関係機関との連携・調整を行う

知識・スキル

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む）

一般就労に向けたアセスメントに関するスキル

就労支援計画の策定に関するスキル

職場の雇用管理に関する基礎知識

障害者雇用促進法・雇用制度に関する知識

職業相談に関するスキル

面接訓練や履歴書の作成支援に関する

知識・スキル

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する

法律・制度に関する知識

職場実習先の開拓に関する知識・スキル

障害者求人の開拓や職域開発に関する

知識・スキル

１年未満 １～３年 ５年以上

y
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③就労支援知識・スキルの習得状況 

第１号ジョブコーチとして活動する上で、就労支援に関する知識・スキルは自分にどのくら

い備わっているかについて質問したところ、結果は下表のとおりとなった。フォローアップや

作業指導、障害特性に関する知識・スキルは備わっていると回答している一方で、企業に関す

る知識・スキルについては不足しているという回答が多かった。 

 
【図表 4-25 就労支援知識・スキルの習得状況】 

27.4

21.2

26.9

20.9

14.5

19.1

16.1

12.8

12.3

12.9

13.2

12.3

7.6

7.3

5.5

5.3

9.1

8.0

47.5

53.5

47.1

47.9

51.7

40.5

39.2

42.3

41.3

38.3

38.0

38.4

35.5

33.0

33.5

32.0

27.6

25.4

17.5

18.3

17.8

22.4

25.0

28.2

30.4

31.2

30.8

32.7

30.1

35.8

35.8

38.6

36.7

36.7

31.8

35.7

7.6

7.0

8.2

8.8

8.7

12.3

14.3

13.7

15.5

16.1

18.7

13.5

21.1

21.1

24.2

26.1

31.5

31.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就職後のフォローアップとして職場を訪問し、

障害者の職場定着支援を行うスキル(n=343)

障害特性に関する知識(n=344)

施設内での作業指導に関する知識・スキル(n=342)

就職後の障害者の状況に応じて事業主への

助言を行う知識・スキル(n=340)

障害特性に応じた職業的課題に関する知識(n=344)

他の関係機関との連携・調整を行う知識・スキル(n=341)

面接訓練や履歴書の作成支援に関する知識・

スキル(n=342)

一般就労に向けたアセスメントに関するスキル

(n=343)

障害者の希望や特性に応じた仕事の選択や

マッチング支援を行う知識・スキル(n=341)

職業相談に関するスキル(n=342)

就労支援計画の策定に関するスキル(n=342)

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む）

(n=341)

障害者雇用促進法・雇用制度に関する知識

(n=341)

企業に関する基礎知識(n=342)

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する

法律・制度に関する知識(n=343)

職場の雇用管理に関する基礎知識(n=341)

職場実習先の開拓に関する知識・スキル

(n=340)

障害者求人の開拓や職域開発に関する

知識・スキル(n=339)

ある 少しある 少し不足 不足
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＜ジョブコーチ経験別の就労支援知識・スキルの習得状況＞ 

第１号ジョブコーチから、ジョブコーチの経験により「１年未満（n=93）」、「１～３年（n=129）」、

「５年以上(n=61）」の３グループを抽出し、分析を行った。 

就労支援の知識・スキルが自分に備わっているかについて「ある」又は「少しある」と回答

した者の割合を集計をした結果は下表のとおりとなった。経験が浅い者は企業に関する知識・

スキルが不足していると回答しており、経験が高まるにつれ高まるが、依然不足だと回答した

者も半数程度いた。 

 
【図表 4-26 ジョブコーチ経験別の就労支援知識・スキルの習得状況】 

70.0

69.7

56.7

55.1

52.2

47.7

44.4

43.3

41.1

38.9

38.9

37.8

34.8

32.6

31.5

23.6

23.6

22.5

75.0

70.4

79.2

64.8

75.6

47.2

55.2

55.6

62.4

69.9

48.4

55.3

41.1

32.8

32.8

35.5

32.5

35.0

79.6

91.1

83.6

47.7

76.4

58.2

72.7

69.8

66.0

67.3

66.7

69.1

50.9

52.7

59.3

51.9

46.3

58.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

施設内での作業指導に関する知識・スキル

障害特性に関する知識

就職後のフォローアップとして職場を訪問し、

障害者の職場定着支援を行うスキル

障害特性に応じた職業的課題に関する知識

就職後の障害者の状況に応じて事業主への

助言を行う知識・スキル

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む）

一般就労に向けたアセスメントに関するスキル

障害者の希望や特性に応じた仕事の選択や

マッチング支援を行う知識・スキル

面接訓練や履歴書の作成支援に関する

知識・スキル

他の関係機関との連携・調整を行う

知識・スキル

職業相談に関するスキル

就労支援計画の策定に関するスキル

障害者雇用促進法・雇用制度に関する知識

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する

法律・制度に関する知識

企業に関する基礎知識

職場実習先の開拓に関する知識・スキル

障害者求人の開拓や職域開発に関する

知識・スキル

職場の雇用管理に関する基礎知識

JC経験１年未満 ＪＣ経験１～３年 ＪＣ経験５年以上
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④就労支援知識・スキルの習得方法 

 第１号ジョブコーチとして活動する上で、就労支援に関する知識・スキルをどのように身に

つけたか最も効果的な手段について質問したところ、全般的に「仕事を通じて」と回答した者

の割合が多かったが、障害者福祉、障害者雇用制度や障害特性等の制度・法律面や障害特性に

関することについては、「研修や講習会に参加」して習得したと回答した者が他の項目に比べて

多かった。 

 
【図表 4-27 就労支援知識・スキルの習得方法】 

47.4

45.6

38.9

36.0

35.2

32.0

31.0

27.5

25.4

22.4

22.1

19.9

19.8

19.6

19.0

18.0

13.6

11.2

46.8

46.8

60.2

55.1

63.4

65.3

65.5

66.8

73.4

75.8

77.1

71.4

73.1

75.5

80.4

71.9

85.5

87.0

5.7

7.5

0.9

8.9

1.5

2.7

3.5

5.7

1.2

1.8

0.9

8.7

7.1

4.9

0.6

10.2

0.9

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む）

(n=333)

障害者雇用促進法・雇用制度に関する知識

(n=333)

障害特性に応じた職業的課題に関する知識

(n=342)

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する

法律・制度に関する知識(n=336)

障害特性に関する知識(n=344)

就労支援計画の策定に関するスキル(n=337)

一般就労に向けたアセスメントに関する

スキル(n=339)

職場の雇用管理に関する基礎知識(n=331)

障害者の希望や特性に応じた仕事の選択や

マッチング支援を行う知識・スキル(n=335)

職業相談に関するスキル(n=335)

就職後のフォローアップとして職場を訪問し、

障害者の職場定着支援を行うスキル(n=340)

面接訓練や履歴書の作成支援に関する

知識・スキル(n=332)

障害者求人の開拓や職域開発に関する

知識・スキル(n=324)

職場実習先の開拓に関する知識・スキル

(n=326)

就職後の障害者の状況に応じて事業主への

助言を行う知識・スキル(n=336)

企業に関する基礎知識(n=334)

他の関係機関との連携・調整を行う

知識・スキル(n=337)

施設内での作業指導に関する

知識・スキル(n=338)

研修や講習に参加 仕事を通じて 独学・自己啓発
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⑤就労支援業務を行う上で困っていること 

 一般就労に向けた支援にあたり、困っていることについて質問したところ、企業に関する項

目で困っていると回答した者の割合が高かった。 

 また、特に困っていることについて上位 3つまで選択してもらったところ、順に、「職場実習

先や求人企業がない」、「企業に障害者の支援ノウハウを理解させるのが難しい」、「就労支援の

実践的なノウハウが蓄積されていない」を選んだ者が多かった。 

 
【図表 4-28 困っていること】 

※困っていることは、はい／いいえの二択（ｎは項目右）、特に困っていることは、３つまで複数回答（n=335） 

65.7

65.2

63.6

57.9

56.2

56.2

55.6

50.1

42.8

37.0

26.0

24.1

22.1

21.6

13.5

13.5

10.4

10.1

8.3

37.9

27.2

21.8

20.0

20.0

16.1

21.2

15.8

11.9

13.7

12.8

10.7

10.4

6.0

1.8

3.3

2.7

4.8

3.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

職場実習先や求人企業がない(n=344)

企業に障害者の支援ノウハウを理解させるのが

難しい(n=345)

企業や職場の情報が少ない(n=346)

就労支援に必要な実践的なノウハウを

習得する機会が不足している(n=347)

就労支援に必要な知識が足りない(n=345)

障害者雇用に関して企業の理解がない(n=347)

就労支援の実践的なノウハウが

蓄積されていない(n=347)

就労支援に必要な知識を習得できる

研修の機会が不足している(n=347)

業務が忙しく、外部の研修等に参加できない

(n=346)

障害者の特性や状態像の把握したり、

信頼関係を築くのが難しい(n=346)

就労支援以外の業務が多く、就労支援を

行う時間がほとんどない(n=346)

支援している障害者（保護者）が一般就労に

関して熱心でない(n=345)

地域に就労支援サービスの利用対象となる

障害者が少ない(n=344)

地域の就労支援機関との連携がうまくできない

(n=347)

どこから就労支援をはじめていいのか

わからない(n=347)

地域の関係機関が就労支援に熱心でない

(n=348)

就労支援に関して悩みがあるときに

相談する先がない(n=345)

職場の上司や同僚が就労支援に関して

理解がない(n=348)

所属している法人が就労支援に関して

理解がない(n=348)

困っていること

特に困っていること

 
 

⑥困った時の相談先 

 一般就労に向けた支援にあたり、困ったときの相談先について質問をしたところ、障害者職

業センターのカウンセラーと同じ事業所の上司・同僚が最も高く、他と比較して障害者職業セ

ンターとの関係が強かった。 
【図表 4-29 相談先（複数回答）】(n=349) 

79.9

79.4

53.3

26.6

21.2

18.9

3.2

2.3

0.9

2.0

0.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

障害者職業センターの障害者職業カウンセラー

同じ事業所の上司・同僚

障害者職業センターの職場適応援助者（配置型ジョブコーチ）

労働局・ハローワークの担当者

社会福祉法人等の職場適応援助者（第1号JCジョブコーチ）

他の機関で障害者の就労支援を担っている人（上記以外）

特別支援学校の先生

企業の担当者や職場適応援助者（第2号JCジョブコーチ）

地方自治体の職員

その他

相談先はない
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（３）研修 

①就労支援に係る研修の受講状況 

 就労支援に係る研修の受講状況について質問したところ、法人内の研修以外に、地域障害者

職業センターで行っている職業リハビリテーション推進フォーラムへの参加の受講経験が高か

った。 
【図表 4-30 研修の受講状況】 

51.9

45.6

25.3

22.9

20.3

16.9

14.7

11.3

4.6

2.6

1.7

2.3

1.2

0.6

2.1

0.6

26.7

32.2

60.6

55.7

67.0

65.0

61.5

70.7

16.8

19.6

12.4

19.1

11.6

17.5

21.8

17.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

法人内で行う研修・勉強会（就労支援以外）

(n=345)

法人内で行う研修・勉強会（就労支援関係）

(n=342)

職業リハビリテーション推進フォーラム

（高障機構・障害者職業センター）(n=348)

民間機関・ＮＰＯ等の就労支援研修

（上記ジョブコーチ養成研修以外）(n=345)

職業リハビリテーション実践セミナー

（高障機構・総合センター）(n=345)

就業支援基礎講座

（高障機構・障害者職業センター）(n=343)

自治体が行う就労支援研修(n=340)

職業リハビリテーション研究発表会

（高障機構・総合センター）(n=345)

受講した

受講予定

機会があれ
ば受講したい

受講予定なし

 
 

 

②就労支援に係る研修の受講希望 

 就労支援を行うに当たって、受講したい研修プログラム等について質問をしたところ、就労

支援やジョブコーチに関する専門的な支援スキル・技術を習得する研修への希望が高かった。 
 【図表 4-31 研修の受講希望】 

69.4

65.9

64.7

59.7

58.2

52.1

45.7

45.6

39.3

36.7

29.1

27.8

29.5

31.9

34.4

36.6

41.3

46.6

35.9

36.8

43.3

53.8

0.8

2.0

1.1

2.3

2.0

1.1

1.7

11.4

16.2

12.6

8.0

2.0

2.6

2.3

3.7

3.1

5.4

6.0

7.1

7.7

7.4

9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就労支援に関する専門的な支援スキル・

技術を身につける研修(n=353)

ジョブコーチに関する専門的な知識やスキルを

習得する研修(n=352)

就労支援に関する専門的な知識を習得する

研修(n=351)

就労支援に関するケーススタディが中心の

研修(n=352)

外部の専門家から就労支援に関する助言や

アドバイス(n=352)

他の機関の就労支援担当者等との交流会

(n=349)

地域の関係機関の関係者（就労支援を担う

者以外も含む。）との交流会(n=350)

就労支援に関する基礎的な支援スキル・

技術を身につける研修(n=351)

ジョブコーチに関する基本的な知識やスキルを

習得する研修(n=351)

就労支援に関する基礎的な知識を習得する

研修(n=349)

就労支援に関する座学（講習）が中心の

研修(n=351)

ぜひ受けたい

どちらかといえば
受けたい

受けたくない（必
要がないから）

受けたくない（業
務多忙のため）
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第５章 第２号ジョブコーチ 
 

１．第２号職場適応援助者助成金認定法人 調査結果 

 

（１）法人の属性 

①法人の形態と従業員数 

 事業所の属する法人の形態及び法人全体の従業員数について質問したところ、下の図表のと

おりであった。 

 
【図表 5-1 法人の形態】 （n=17）             【図表 5-2 法人全体の従業員数】 （n=17） 

製造業

29.4%

医療、福祉

5.9%

複合サービ

ス業

5.9%

サービス業

（他に分類

されないも

の）

23.5%

その他

17.6%

宿泊業、飲

食サービス

業

5.9%
生活関連

サービス

業、娯楽業

11.8%
   

100～299

人

29.4%

56人未満

5.9%

2000～

4999人

11.8%

1000～

1999人

5.9%

500～999

人

11.8%

300～499

人

5.9%

56～99人

29.4%

    
 

 ②特例子会社の有無 

 特例子会社の有無について質問したところ、回答数 17 法人のうち７件(41.2%)が「特例子会

社がある」と回答した。内訳としては、特例子会社 1社が 6法人、2社が 1法人となっており、

グループ適用を受けている法人は 5法人であった。 

 

（２）事業所の属性 

 ①特例子会社であるか 

  事業所が特例子会社か否か質問したところ、回答した 15 事業所のうち 7 事業所（46.7%）が

特例子会社であった。 

 

②事業所の従業員数 

  平成 20 年 7 月 1 日現在の従業員数について質問した

ところ、平均 303.8 人であり、そのうち障害者の就労支

援に携わっている人はジョブコーチも含め 7.3 人、ジョ

ブコーチ養成研修修了者は 1.7 人であった。 

 

 

 

 

 
【図表 5-3 事業所の従業員数】 

(n=18) 

 

 

300～499

人

5.6%

500人以上

16.7%

56人未満

16.7%

56～99人
27.8%

100～299
人

33.3%
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平成１９年
度

29.4%

平成２０年

度
11.8%

平成１８年

度
35.3%

平成１７年

度下半期

17.6%

平成１７年

度上半期

以前

5.9%

③ジョブコーチ配置の開始時期 

  ジョブコーチの配置を開始した時期について質問した

ところ、平成 18 年度、19 年度から開始した事業所が多

かった。 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 5-4 ジョブコーチ配置の開始時期】 

 （n=17） 

 
 

④雇用障害者の状況 
  平成20年7月1日現

在雇用されている障害

者数について質問した

ところ、平均 34.7 人で

あり、うち知的障害者

が６割を占めた。 
 

 

【図表 5-5 雇用障害者の 

状況】(n=18) 

 

 

（３）就労支援に関わる人材育成の方針 

  障害者の就労支援に関わる人材の育成を①現在どのように行っているか、また②今後の方針

を質問したところ、現在は外部研修の受講促進が中心であるが、今後としては、人事移異動に

より就労支援に必要な業務を経験させることにする方針であるとの回答が多かった。 
 

【図表 5-6 人材育成の方針（複数回答）】 

92.8

83.1

49.8

33.8

26.1

4.8

1.4

0.5

62.7

59.1

57.3

48.2

16.4

4.5

4.5

0.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

c)勤務時間中の外部研修・勉強会への参加を認めている

d)外部研修・勉強会に参加する際に費用を補助をしている

b)法人内で研修・勉強会を行っている

e)人事異動により就労支援に必要な業務を経験させることにしている

f)就労支援に関するスキルアップに関しては個人に任せている

i)その他

g)最初からノウハウのある人材を登用しており（する方針なので）、

研修等は必要がない。

h)特に何もしていない／するつもりがない

現在の状況(n=207)

今後の方針(n=110)

 
 

 

 

 

40～49人

11.1%

50人以上
16.7%

30～39人

16.7%
20～29人

38.9%

10人未満

16.7%

身体

31%

知的

61%

発達

2%

その他

1%

精神

5%



 48

２．第２号ジョブコーチ 調査結果 

 

（１）本人の属性 

 ①基本属性 

 本人の性別・年代・最終学歴について質問したところ、男性が 15 人（57.7%）、女性が 11 人

(42.3%)で、男性が６割弱で、30 代が多かった。最終学歴については、福祉系の大学・大学院

卒は 0人で、福祉系以外の大学・大学院卒を中卒・高卒が大部分を占めた。 

 
【図表 5-7 年代】(n=24)           【図表 5-8 最終学歴】(n=26) 

２０代
4.2%

３０代

54.2%
４０代
20.8%

５０代
20.8%

   

中卒・高卒
38.5%

専門学校・
短大卒（福

祉系）
7.7%

専門学校・
短大卒(福
祉以外)
11.5%

大学・大学
院卒（福祉

以外）
42.3%

大学・大学
院卒（福祉

系）
0.0%

    
 
 ②就業形態 

  本人の就業形態について質問したところ、回答（26 人）中、全員正社員であった。 

 

 ③就労経験 

  これまでの就労経験について質問したところ、企業等での就労経験及び障害者就労支援経験

が５年以上あり、ジョブコーチ経験は１～３年未満の者が多かった。 

 
【図表 5-9 就労経験】(n=24) 

29.2

0.0

8.3

50.0

33.3

4.2

29.2

25.0

8.3

4.2

8.3

0.0

8.3

66.7

8.3

0.0

0.0

16.7

0.0

4.2

20.8

8.3

45.8

20.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

障害者就労支援

うちジョブコーチ

障害者支援経験

企業等での経験

１０年以上

５年～１０年未満

３年～５年未満

１年～３年未満

１年未満

経験はない

 
 

④ジョブコーチ養成研修時期と研修機関 

職場適応援助者養成研修の受講の時期と研修機関に

ついて質問したところ、ほとんどの者(22 人(88.0%))が

高齢・障害者雇用支援機構で研修を受講しており、受講

辞意としては、平成 19 年度受講の者が最も多かった。 

 

 

 

 

 
【図表 5-10 ジョブコーチ養成研修の受講時期】 

(n=26) 

平成１９年

度

38.5%

平成２０年

度

7.7%

平成１８年

度

26.9%

平成１７年

度下半期

11.5%

平成１７年

度上半期

以前

15.4%
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⑤ジョブコーチ活動状況  

ジョブコーチ業務と他の業務との兼務状況について質問したところ、専任と答えたのは 24 人

（7.7%）であり、ほとんどの者は他の業務と兼務していた。 

また、ジョブコーチとしての 1ヶ月の平均活動日数について質問したところ、15 日以上活動

していると回答した者が多く、日数は多いが日々のジョブコーチとしての業務量は多くない状

況が見られた。 

 
【図表 5-11 ジョブコーチ兼務状況】(n=26)  【図表 5-12 ジョブコーチ月活動日数】(n=26) 

兼務（１～

２割）

46.2%

兼務（ほと

んどない）

3.8%

兼務（３～

５割）

38.5%

兼務（６～

７割）

3.8%

専任

7.7%

   

１～５日
23.1%

０日
19.2%

１５日以
上

42.3%

１０～14
日

11.5%
６～９日

3.8%

 
 

 

⑥資格 

  障害者の就労支援を行うにあたり、現在保有している資格と、今後取りたい資格について質

問したところ、現在は特に資格がない者が最も多かったが、産業カウンセラーや精神保健福祉

士、臨床心理士等の資格取得の希望が見られた。 

 
【図表 5-13 資格（複数回答）】(n=27) 

3.7

3.7

0.0

0.0

0.0

0.0

51.9

44.4

11.1

22.2

11.1

0.0

22.2

18.5

3.7

55.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

キャリアコンサルタント

産業カウンセラー

社会福祉士

作業療法士

精神保健福祉士

臨床心理士・臨床発達心理士

その他

特になし

現在持っている資格

今後取りたい資格
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⑦仕事の満足度 

仕事の満足度について質問をしたところ、総合評価として８割の者がやや満足又は満足して

おり、全般的に満足している割合が高かった。 

 
【図表 5-14 仕事の満足度】(n=27) 

66.7

44.4

40.7

55.6

29.6

44.4

14.8

25.9

37.0

22.2

33.3

33.3

18.5

18.5

22.2

22.2

25.9

18.5

0.0

11.1

0.0

0.0

11.1

3.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

仕事の内容・やりがい

仕事の報酬

職場の管理者・上司との人間関係、コミュニケーション

職場の同僚との人間関係、コミュニケーション

能力スキルの向上

総合評価

満足

やや満足

やや不満
足

不満足

 
 

 
⑧将来展望 

５年後の将来展望について質問をしたと

ころ、４割弱の者が現在と同じ仕事をしてい

ると回答していた。 

 
 
 
 

【図表 5-15 将来展望】 

(n=27) 

 

今と同じ仕事

をしている

37.0%

障害者福祉以
外の仕事をし

ている

7.4%
今とは異なる
が障害者の就

労支援の仕事
をしている

25.9%

障害者の就労
支援以外の障

害者福祉の仕

事をしている
0.0%

仕事はしてい

ない
0.0%

その他

29.6%
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（２）職務と能力・スキル 

 ①ジョブコーチ業務の業務量 

 第２号ジョブコーチとして活動する場合の業務量について質問をしたところ、結果は下表の

とおりとなった。フォローアップやアセスメント、事業所内調整に関する業務が多いという回

答が多かった。 

 
【図表 5-16 ジョブコーチ業務の業務量】 

76.0

73.1

69.2

65.4

65.4

65.4

61.5

61.5

57.7

57.7

50.0

50.0

44.0

42.3

38.5

34.6

20.0

15.4

23.1

15.4

23.1

23.1

19.2

15.4

23.1

23.1

11.5

23.1

20.0

19.2

15.4

26.9

4.0

7.7

7.7

11.5

3.8

3.8

7.7

11.5

11.5

19.2

26.9

11.5

12.0

11.5

23.1

26.9

0.0

3.8

0.0

7.7

7.7

7.7

11.5

11.5

7.7

0.0

11.5

15.4

24.0

26.9

23.1

11.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フォローアップ(n=25)

職場環境のアセスメント(n=26)

障害者本人のアセスメント(n=26)

雇用後の本人に対する集中的支援(n=26)

事業所内調整（本人の職務に関すること）(n=26)

事業所内調整（人間関係に関すること）(n=26)

支援計画の作成(n=26)

支援ツール等の作成(n=26)

家族との相談、調整(n=26)

ケース会議開催の調整(n=26)

障害者職業センターとの連絡調整(n=26)

関係機関（障害者職業センター以外）

との連絡調整(n=26)

雇用前に職場への適応能力向上を図るために

実施する職場実習等の支援(n=25)

職場適応援助者助成金の支給申請手続き(n=26)

事業所内調整（雇用契約等に関すること）(n=26)

企業内での障害特性に応じた職域の開拓(n=26)

自ら行う 経験者から指導を
受けて行う

ほとんど行わない 全く行わない
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②就労支援知識・スキルの活用の機会 

 第２号ジョブコーチとして活動する上で、就労支援に関する知識・スキルをどのくらい活用

する機会があるか質問したところ、結果は下表のとおりとなった。直接的な支援に関する知識・

スキルを活用する機会が多い一方で、制度や法律に関する知識は活用の機会が少なかった。 

 
【図表 5-17 就労支援知識・スキルの活用の機会】 

77.8

74.1

70.4

63.0

51.9

51.9

51.9

51.9

44.4

44.4

44.4

40.7

37.0

33.3

22.2

18.5

25.9

29.6

48.1

33.3

25.9

37.0

40.7

14.8

25.9

37.0

29.6

37.0

0.0

3.7

3.7

7.4

0.0

11.1

18.5

3.7

11.1

29.6

25.9

18.5

25.9

22.2

0.0

3.7

0.0

0.0

0.0

3.7

3.7

7.4

3.7

11.1

3.7

3.7

7.4

7.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

障害者の状況に応じて適切な対応行う知識・スキル

(n=27)

事業所内での作業指導に関する知識・スキル(n=27)

障害特性に関する知識(n=27)

フォローアップとして障害者の職場定着支援を行う

スキル(n=27)

障害特性に応じた職業的課題に関する知識(n=27)

企業に関する基礎知識(n=27)

職場の雇用管理に関する基礎知識(n=27)

障害者の希望や特性に応じた企業内の仕事の選択や

マッチング支援を行う知識・スキル(n=27)

支援計画の策定に関するスキル(n=27)

適切な障害者募集の方法や職域開発に関する

知識・スキル(n=27)

他の関係機関との連携・調整を行う知識・スキル(n=27)

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する

法律・制度に関する知識(n=27)

障害者雇用促進法・雇用制度に関する知識(n=27)

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む）(n=27)

非常にある たまにある 滅多にない 全くない

 
 

 

 

 



 53

③就労支援知識・スキルの習得状況 

 第２号ジョブコーチとして活動する上で、就労支援に関する知識・スキルは自分にどのくら

い備わっているかについて質問したところ、結果は下表のとおりとなった。全般的に備わって

いるという回答が多いが、障害福祉に関する知識は不足しているという回答が多かった。 

 
【図表 5-18 就労支援知識・スキルの習得状況】 

53.8

44.4

40.7

40.7

37.0

33.3

33.3

26.9

25.9

25.9

22.2

19.2
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11.5

38.5

33.3
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51.9

29.6

48.1

33.3

34.6

48.1

40.7

51.9

61.5

61.5

30.8

3.8

14.8

14.8

3.7

14.8

11.1

29.6

26.9

7.4

14.8

14.8

15.4

15.4

38.5

3.8

7.4

7.4

3.7

18.5

7.4

3.7

11.5

18.5

18.5

11.1

3.8

3.8

19.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業所内での作業指導に関する知識・スキル(n=26)

企業に関する基礎知識(n=27)

フォローアップとして障害者の職場定着支援を行うスキル(n=27)

障害者の状況に応じて適切な対応行う知識・スキル(n=27)

職場の雇用管理に関する基礎知識(n=27)

障害者の希望や特性に応じた企業内の仕事の選択や

マッチング支援を行う知識・スキル(n=27)

他の関係機関との連携・調整を行う知識・スキル(n=27)

障害者雇用促進法・雇用制度に関する知識(n=26)

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する法律・制度

に関する知識(n=27)

適切な障害者募集の方法や職域開発に関する

知識・スキル(n=27)

支援計画の策定に関するスキル(n=27)

障害特性に関する知識(n=26)

障害特性に応じた職業的課題に関する知識(n=26)

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む）(n=26)

ある 少しある 少し不足 不足
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④就労支援知識・スキルの習得方法 

 第２号ジョブコーチとして活動する上で、就労支援に関する知識・スキルをどのように身に

つけたか最も効果的な手段について質問したところ、全般的に「仕事を通じて」と回答した者

の割合が多かったが、障害特性や支援計画、障害者福祉や雇用関係制度に関する知識・スキル

に関しては、「研修や講習会に参加」して習得したと回答した者が多かった。 

 
【図表 5-19 就労支援知識・スキルの習得方法】 
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障害特性に関する知識(n=27)

障害特性に応じた職業的課題に関する知識(n=27)

支援計画の策定に関するスキル(n=27)

障害者雇用促進法・雇用制度に関する知識(n=26)

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む）(n=25)

他の関係機関との連携・調整を行う知識・スキル(n=27)

フォローアップとして障害者の職場定着支援を行うスキル(n=26)

適切な障害者募集の方法や職域開発に関する知識・スキル(n=24)

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する法律・制度に関する知識(n=26)

事業所内での作業指導に関する知識・スキル(n=26)

職場の雇用管理に関する基礎知識(n=27)

障害者の状況に応じて適切な対応行う知識・スキル(n=27)

企業に関する基礎知識(n=25)

障害者の希望や特性に応じた企業内の仕事の選択やマッチング支援を行う

知識・スキル(n=26)

研修や講習に参加 仕事を通じて 独学・自己啓発
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⑤就労支援業務を行う上で困っていること 

 一般就労に向けた支援にあたり、困っていることと特に困っていることについて質問したと

ころ、下表のような結果となった。 

 
【図表 5-20 困っていること】 

※困っていることは、はい／いいえの二択（ｎは項目右）、特に困っていることは、３つまで複数回答（n=25） 

53.8

40.7

37.0

33.3

29.6

25.9

23.1

22.2

22.2

18.5

14.8

11.5

11.1

7.4

3.7

3.7

28.0

36.0

24.0

16.0

12.0

16.0

24.0

20.0

20.0

16.0

8.0

4.0

8.0

4.0

8.0

0.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

福祉や教育等の機関に障害者の支援ノウハウを

理解させるのが難しい(n=26)

就労支援以外の業務が多く、就労支援を行う時間が

ほとんどない(n=27)

就労支援に必要な実践的なノウハウを習得する

機会が不足している(n=27)

就労支援に必要な知識が足りない(n=27)

就労支援に必要な知識を習得できる研修の機会が

不足している(n=27)

就労支援の実践的なノウハウが蓄積されていない

(n=27)

支援している障害者（保護者）が一般就労に関して

熱心でない(n=26)

障害者の特性や状態像の把握したり、信頼関係を築くのが

難しい(n=27)

業務が忙しく、外部の研修等に参加できない(n=27)

地域の就労支援機関との連携がうまくできない(n=27)

障害者雇用に関して企業トップの理解がない(n=27)

地域に就労支援サービスの利用対象となる障害者が

少ない(n=26)

職場の上司や同僚が就労支援に関して理解がない

(n=27)

どこから就労支援をはじめていいのかわからない(n=27)

地域の関係機関が就労支援に熱心でない(n=27)

就労支援に関して悩みがあるときに相談する先がない(n=27)

困っていること

特に困っていること

 
 
⑥困った時の相談先 

 一般就労に向けた支援にあたり、困ったときの相談先について質問をしたところ、同じ事業

所の上司・同僚が最も高く、続いて障害者職業センターのカウンセラーが高かった。 

 
【図表 5-21 相談先（複数回答）】(n=27) 

77.8

63.0

40.7

18.5

14.8

11.1

11.1

7.4

0.0

25.9

0.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

同じ事業所の上司・同僚

障害者職業センターの障害者職業カウンセラー

他の機関で障害者の就労支援を担っている人（上記以外）

労働局・ハローワークの担当者

特別支援学校の先生

企業の担当者や職場適応援助者（第2号JCジョブコーチ）

障害者職業センターの職場適応援助者（配置型ジョブコーチ）

社会福祉法人等の職場適応援助者（第1号JCジョブコーチ）

地方自治体の職員

その他

相談先はない
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（３）研修 

①就労支援に係る研修の受講状況 

 就労支援に係る研修の受講状況について質問したところ、法人内の研修以外に、障害者総合

職業センターで行っているセミナーや研究発表会への受講経験が高かった。 

 
【図表 5-22 研修の受講状況】 

53.8

46.2

30.8

30.8

16.0

15.4

11.1

7.4

3.8

7.7

0.0

3.8

0.0

0.0

3.7

0.0

23.1

19.2

50.0

46.2

44.0

46.2

63.0

59.3

19.2

26.9

19.2

19.2

40.0

38.5

22.2

33.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

法人内で行う研修・勉強会（就労支援以外）

(n=26)

法人内で行う研修・勉強会（就労支援関係）

(n=26)

職業リハビリテーション実践セミナー

（高障機構・総合センター）(n=26)

職業リハビリテーション研究発表会

（高障機構・総合センター）(n=26)

民間機関・ＮＰＯ等の就労支援研修

（上記ジョブコーチ養成研修以外）(n=25)

自治体が行う就労支援研修(n=26)

就業支援基礎講座

（高障機構・障害者職業センター）(n=27)

職業リハビリテーション推進フォーラム

（高障機構・障害者職業センター）(n=27)

受講した

受講予定

機会があれ
ば受講したい

受講予定なし

 
 

 

②就労支援に係る研修の受講希望 

 就労支援を行うに当たって、受講したい研修プログラム等について質問をしたところ、各種

研修よりも、ケーススタディや交流会への参加希望が高かった。 

 
【図表 5-23 研修の受講希望】 

51.9

51.9

51.9

48.1

46.2

40.7

29.6

23.1

18.5

11.1

7.4

40.7

44.4

37.0

37.0

34.6

40.7

51.9

50.0

55.6

66.7

70.4

7.4

3.7

7.4

7.4

3.8

11.1

7.4

15.4

22.2

18.5

7.4

0.0

0.0

3.7

7.4

15.4

7.4

11.1

11.5

3.7

3.7

14.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就労支援に関するケーススタディが中心の研修(n=27)

他の機関の就労支援担当者等との交流会(n=27)

地域の関係機関の関係者（就労支援を担う者以外

も含む。）との交流会(n=27)

就労支援に関する専門的な支援スキル・技術を

身につける研修(n=27)

ジョブコーチに関する専門的な知識やスキルを

習得する研修(n=26)

就労支援に関する専門的な知識を習得する研修(n=27)

外部の専門家から就労支援に関する助言やアドバイス

(n=27)

ジョブコーチに関する基本的な知識やスキルを

習得する研修(n=26)

就労支援に関する基礎的な支援スキル・技術を

身につける研修(n=27)

就労支援に関する基礎的な知識を習得する研修(n=27)

就労支援に関する座学（講習）が中心の研修(n=27)

ぜひ受けたい

どちらかといえ
ば受けたい

受けたくない
（必要がない
から）

受けたくない
（業務多忙の
ため）

 
 

 
 


